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資料）r広西桂計年鑑j20過年
漣）※1．郷付紐葵者数
日の地級市である捌。
西南内陸地域開発の拠点として、また、三峡ダム建設にともなう100万人を
超える人々の移住計画を担うため、97年に重慶市が四川省から分推し中央直
轄市に昇格したように、崇左市の建市の場合も中国「南産」にあってインド
シナ半島に接し、特に、ヴェトナムとのフロントヤードに位置する地区が一
定の行政権限を持つ地級市に昇格したものである。
地級市昇格とともに「崇左新区」の建設を開始した。新区の面積は13平方
キロ、計画将来人口は50万人、現在まで約40億元を投資し都市基本インフラ、
新市長舎などを建設した。また、国家級の自然保護区を設定し希少動物の母
語、繁殖に努めている矧。
中国とヴェトナムの陸上国境線は約1，350k臥　そのうち崇左市のヴェトナ
ムとの国境線は約533kmあり広西桂族自治区のヴェトナムとの陸上国境の約
－271－
盟％を占める。市域面積は約1．7万平方キロ（岩手県は約1．5万平方キロ）、
人口約237万人、江川区およびヴェトナム・ランソン省くLanghn諒山＞ドン
ダン市＜DongDang同竪＞と国境を接する梵祥市くPingxiang＞および5つの県
からなる。
商事市から崇左市政府所在地の江川区まで約110kmおよびヴェトナム国境
通過地点の友誼開くYouylguan＞まで約60kmの「南友高速道路」は05年12月に
開通している。道路両側には桂林市あるいはヴェトナム・ハロン清くHaLong
下龍＞にみられるような紡錘型の奇岩、春山が現われる。友誼関からハノイ
まで国道1号線で約160kmである。08年8月にハノイから対中国境の街ドン
ダンまでの移動は事で約3時間、ヴェトナムからの陸路出境、中国への陸路
入境の手続きは円滑であった。
また、中国とヴェトナムとの国際鉄道ネットワークは、ヴェトナムのフラ
回2－1　崇左市の位置
出所）崇左市人民政府「中国・広西　崇左市投資指南」
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ンス植民地時代に建設された雲南省昆明市とハノイを結ぶ「横越鉄道」と、
商事市から崇左市梵祥市の友誼閑を経由してハノイに至る2路線がある。商
事一崇左市究祥市友誼関－ハノイの国際鉄道サービスは過2便である。商事
から友誼関、ハノイ、ホーチミン、プノンペン、バンコック、クアラルンプー
ル、シンガポールを繋ぐ高速鉄道整備構想がある。
崇左市の07年の国内（地区）総生産額は約232億元、工業総生産額約170億
元、一人当たり国内（地区）総生産額は約10，800元で自治区平均約12，600元
の約86％の水準である（表2－1）。
地域産業の特徴は自治区最大の砂糖黍生産地であることだ。広西壮族自治
区は全国最大の砂糖黍生産地城であり、07年の生産量は約7，737万トンに達
した。そのうち、崇左市の生産量は約1，937万トン（全体の約25％）を占め
ている。これに続く生産地は商事市約1，188万トン、来賓市約1，147万トンで
ある（表2－2）。
崇左市は産業開発方針として「循環型地域経済開発」を挙げ、砂糖黍資源
を基礎にした「農工連携産業集積」の形成を目指している。すなわち、砂糖
黍から抽出した砂糖分から食用糖およびアルコールを生成する。砂糖分を抽
出したあとの砂糖黍残直から飼料、有機肥料、紙を、廃蜜糖分を含む排水か
図2－2　糖類産業コンプレックス
らアミノ酸、酵母類を抽出するなどの糖類産業コンプレックスを構築しよう
とするものである。この方針に従って既に数社の企業が進出している（第3
車を参照）。
友好と対立の接点「友誼問」
崇左市のヴェトナムとの国境には国家I類口岸3カ所、Ⅱ類口岸4カ所お
よび13カ所の「対越辺民互市貿易」地点がある甜）。広西壮族自治区の対ヴェ
トナム貿易輸出入総額は、05年約10億ドル、06年約14．7億ドル、07年約23．8
億ドルと急拡大しているが、そのほとんどは崇左市の口岸を通過したもので
ある。そのうち、対ヴェトナムの「辺境少額貿易」は20∝）年の約1．5億ドル
から07年約15億ドルに拡大している。
広酋壮族自治区の国家級口岸のうち最大かつ最も重要なロ岸は、道路と鉄
道口岸のある崇左市梵祥市の友誼閑である。山深いなかに拓かれた友誼関は
「中国南大門」と呼ばれる。友誼関のある党祥市は市域約650平方キロ、92
年に延辺対外開放城市となり人口約10万人、中国の「南握」である。国家I
類口岸2カ所、Ⅲ窺口岸1カ所および5カ所の「対趨辺民互市貿易」地点が
ある。以下、中越の接点である友誼関の半世紀を振り返ってみよう。
1945年に日本軍が降伏し独立を宣言した「ヴェトナム民主共和国」では、
太平洋戦争後に戻ってきたフランス軍との間でインドシナ戦争がはじまる。
49年に中華人民共和国を樹立した中国共産党は、ヴェトナム共産党の抗仏戦
争を支援するため、51年に友誼関口岸を開いた。
封年にフランス軍は降伏し北緯17度線が暫定軍事境界線とされたが、統一
選挙は実施されず、南ヴェトナムでは米国の支持のもとでゴ・デイン・ジェ
ム大統領が「ヴェトナム共和国」を建国した。「南北ヴェトナム」の対立が
深まる中で、米国は65年から米軍の直接投入を拡大していくが、73年に米司
令部を解散し米軍はヴェトナムから撤退した。75年にサイゴンが陥落、
「ヴェトナム共和国」は消滅し、翌年の南北統一総選挙によって「ヴェトナ
ム社会主義共和国」が樹立された。この間、友誼関は中華人民共和国のヴェ
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トナム民主共和国への軍事物資補給路の要であり、中越友好の象徴であった。
その後、77年に親ソ姿勢を示すヴェトナムが親中政権のカンボジアに侵攻
したことを契機に、中ソ対立を深めていた中国は、79年2月に「懲罰行為」
として広西壮族自治区、雲南省の国境全域からヴェトナムに侵攻し、同年3
月に撤退した。このとき、友誼関は中国軍のヴェトナム侵攻の主要ルートと
なり、ヴェトナム側の激戦地となったドンダン、ランソンは完全に破壊され
たといわれる誠。
以後、中越関係は陸域、海域で国境紛争が続くが、91年にカンボジア問題
に関するパリ和平協定が締結され、中越間においても国交正常化が実現した。
92年には友誼関を含む26カ所の中越陸上口岸が開かれ中越貿易が再開した。
このように、友誼関は中国とヴェトナムの友好と対立の接点であり、現在
再び中越友好の窓口となっている。07年に友誼関を通過した輸出入貨物は約
150万トン、出入旅客は約100万人、うちヴェトナム人が50～60万人を占め、
貨物、旅客ともさらに増加する傾向にある。
中国側からは金属製品、家電、衣類などが輸出され、ヴェトナム側からは
写真2－1友誼関からヴェトナム側を臨む（08年2月）
写真2－2　ドンダンから友誼関を臨む（08年8月）
青果物、野菜、紅木などが輸入される。92年に義鳥市等の萌江商業資本の投
資により、税関ピル「園門大鹿」が建設された。4階までは約1，300の店舗
が入居し、5階以上はホテルである。標高の低いヴェトナム側から臨めば、
11階建てのビルは巨大な中国資本の城壁がそそり立つようだ。
ヴェトナム側税関は中国語で「新清口岸」と呼ばれ、95年から卸売市場の
整備をはじめた。2．5平方キロに2つの卸売市場を建設し約1，600店舗が集積
し、そのうち約1，0（氾店舗はホーチミンの華僑資本とされる。中国側からは
主に漸江省、広東省、福建省の商人が活動している。
弄杯辺境貿易区の辺民互市
友誼関から北に数キロ離れた山中に浦秦くPuzhalニンロ岸があり、辺民互市を
中心とする弄杯＜bnghu由＞辺境貿易区が開かれている。中国最大の紅木家
具、紅木工芸品市場とされる3㌔傾斜地の曲がりくねった道路の両脇に大量
の店舗兼倉庫が連なっている。
しかし、友誼関から約7kmの場所に「中国一束盟自由貿易区党祥物流園
区」が設置され、ヴェトナムのトラックは梵祥物流園区まで、中国のトラツ
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写真2－3　弄杯辺境貿易区
クはランソンまで相互乗り入れが可能になることから、貨物の流れが変化し
小規模な取引を中心とする辺民互市市場は衰退傾向にあるようにみえる。多
くの店舗はシャッターを下ろし、貨物、人の動きはあまり活発ではない。
党祥辺境棲済合作区
党祥辺境経済合作区は、91年の中越国交正常化にともない92年に国務院の
批准を待て設立した国家級の開発区である32）。「南山工業園」「中国一束盟自
由貿易区党祥物流園」「友誼閑工業園」の3つの産業ゾーンからなる“一区
多園”型開発を進めている。
「南山工業園」は梵祥市中心都から友誼関方面に約12kmに位置し、農産品
加工、冷凍果実、紅木加工、製薬、紡織など内資企業を中心に126社が立地
している。
「友誼関工業園」は梵禅市中心部から南寧市方面に約15kmの夏石鋲に位置
する。計画総面積は16．2平方キロ、そのうち第一期開発5．7平方キロを建設
中である。タイの製糖資本の製糖工場（粗糖）および豊浩酒精廠（酒精）、
豊源生物肥有限公司（製糖および酒精製造から出るバイオマス資源を原料と
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した有機肥料）、広田生化貿易有限公司（東南アジア向け農薬）、三弘松香有
限公司（松脂）、梵祥恒手水泥有限公司（セメント）など東南アジアとのビ
ジネスで有力な内資企業が進出を決め、総投資額は約2．5億元とされる。
「中国一束盟自由貿易区党祥物流園」は、ヴェトナムはじめインドシナ半
島諸国との貿易が拡大するなかで計画された新たな国際物流拠点である。開
発主体は万通国際物流有限公司、06年の広西壮族自治区の重要プロジェクト
の一つに位置づけられている。全体計画は敷地面積約133ha、稔投資額約11
億元、年間取扱貨物約600万トンとされ、2010年の完成を予定している。友誼
関を経由する輸出入貨物の通関手続き行い、中越のトラックの相互乗り入れ
が可能になる。
現在、輸出入貨物通関サービス区、輸出入貨物・車輌検査区、総合業務区、
トラックヤード、大型倉庫が整備され、今後、保税加工区、職員生活区、ビ
ジネスマン生活区、業務・生活サービス区を建設する予定である。崇左市は
広東省、広西壮族自治区、ヴェトナム、タイ、シンガポールを繋ぐ物流と加
工組立拠点として着Hされ、日系企業では住友商事、キヤノンの事務所が入
写真2－4　党祥物流園区のトラックヤード
居している。
以上ように、党祥市国境地域では企業誘致を進め産業の集積形成に向かっ
ている。ヴェトナムへの電力供給を含む22万キロワットの火力発電所も建設
中である。ヴェトナムのハノイ周辺地域の産業発展はめざましいが、ヴェト
ナムに接しインドシナ半島に向かう中国「辺境」地域の産業基盤の整備、企
業の経済活動の「量」と「スピード」は、それを上回る勢いを示している。
「中越踏墳経済合作区」構想
05年に崇左市とヴェトナムのランソン省くLanghn諒山＞との間で国境を接
する一定の区域において貿易、加工、倉庫、観光に関する一体的な中趨辺境
経済合作区を建設する意向を取り交わし、相互の関係部門で調整を進めてき
た。
07年に崇左市党祥市とランソン省ドンダン市＜DongDang同登＞のそれぞれ
国境を接する区域8．5平方キロに「中越跨墳経済合作区」（17平方キロ）の共
同建設構想が合意され、ヴェトナム中央政府は国連開発計画＜UNDP＞の援助
資金150万ドルを申請することとなった。
「中越跨境経済合作区」は辺境貿易、輸入加工、辺境物流、辺境観光の一
体化した総合経済合作区構想である。合作区の管理方式はそれぞれの区域に
管理委員会を設立し両国の区域内行政管理権を持つとともに、双方で連合協
調機構を設立し、中越双方で税関、検疫、税収、産業政策等の面で特別な優
遇政策を提供するものとしている。
いわば、中越の「辺境」地域ベースの自由貿易協定＜FTA＞に基づき、自
由貿易区＜FTZ＞を形成しようとする構想である。地域ベースでの実体化を
試み運営することによる権験を蓄積し、将来の「中国一束盟自由貿易区」の
実現に接近しようとする戦略であろう。「中越跨境経済合作区」の建設は、
92年の友誼関口岸の再開に匹敵する双方の「中越友好」を象徴的プロジェク
トとしてみることができる。
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2．欽州市　～北部漕開発の拠点～
欽州の歴史は古く紀元4∽年代の南北朝宋代に「宋寿郡」が置かれ、その後、
梁代に「安川」、隋代に「欽州」、唐代に「寧越郡欽州給管府」、元代に「欽
川路」、明代に「欽州府」、中華民国期には広東省に所属する「欽県」となり、
孫文が欽州港を重要港湾として位置づけたとされる。
中華人民共和国建国後、ヴェトナムの抗仏戦争を効果的に支援するため、
1951年に欽州を広西省の所属とし、フランス軍の降伏・撤退により55年に広
東省所属に戻った。ヴェトナムの対米戦争がエスカレートし65年から米軍の
直接投入がはじまると、欽州は防城港、北海、浦北、合浦などとともに再び
広西壮族自治区に属する「欽州地区」となったお）。
この間、欽州地区ではヴェトナムへの軍事支援のための港湾、道路などの
基礎インフラが進められ欽州、防城港、北海は港湾都市としての基盤が築か
れていく。欽州地区は83年に防城港を含む北海市、93年に北海市から分離し
て防城港市、94年に欽州市がそれぞれ地紋市に批准され3つの港湾都市が成
立した。
ヴェトナムとの国境を接する広西壮族自治区の「辺境」地域は、商事市か
ら崇左市、梵祥市の内陸ルートでは壮族くZhuang＞の社会・文化が残されて
いるのに対し、欽州市、北防城港市、北海市の沿海ルートは、歴史的に広東
省に所属し広東省からの漠族移民が社会を形成してきた。そのため、広く広
東語が使われ広東式の食文化、生活リズムが浸透している。そして、近代で
はヴェトナムを焦点とする米ソおよび東西陣営の対立構図のなかで、国防を
基本思念とした国家投資に基づく城市開発が進められた「辺境」地域である。
省都・南寧市から欽州市まで約110km、2003年に開通した桂林市を基点と
する「桂海高速道路」にて約60分の距離である。商事・崇左間のトラックの
積荷は砂糖黍、キャッサバなどの農作物が多かったが欽州から南寧方面に向
かう貨物は棒鋼、鉄板などの海運貨物が目に付く。
欽州市の人口は約356万人、07年の国内（地区）総生産額は約3餌億元、エ
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業能生産額約182億元、一人当たり国内（地区）総生産額は約9，552元で自治
区平均の約76％の水準である（表2－1）。地域の地場産業では果実が約127万
トンと桂林市の約205万トンに次ぐ産地である。また、水産品が北海市の約
98万トンに次いで約60万トンの水揚げを示している（表2－2）。
欽州市産業の現状は、広西壮族自治区の地方都市の様相を示しているが、
近い将来、欽州港とその後背地に建設が進む臨海型工業開発によって、その
図2－3　欽州市の位置
出所）欽州市指南促進局「中国広西・欽州投資指南」
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内容を大きく変えていくことであろう。以下で欽州市の港湾城市開発の状況
をみていくことにしよう謝。
西南地域の田海遠道「欽州港」の整備
1994年に地級市に昇格した欽州市は、防城港市、北海市とともに港湾を基
軸とした城市開発を進め、現在の市区人口約30万人を将来90～100万人のⅡ
類都市とする計画である。欽州市は「臨海工業城市」、防城港市は「港口城
市」、北海市は「商貿旅遊城市」をそれぞれの開発コンセプトとしている。
欽州市区から欽州港まで約30血。国家I類口岸である欽州港は、現在、万
トン級以上の船舶の停泊が可能な泊地10カ所、3万トン級船舶の航道を備え、
さらに10万トン級深水航道を汝藻中である。06年の取扱い貨物量は約1，500
万トンであった。
欽州港湾区域には約駈加の埠頭適地があり、そのうち採水埠頭適地は約誕
加である。ここに9カ所の港湾区域、12カ所の港湾作業区、1～30万トン級
埠頭200バース以上を建設し、年間取扱い貨物能力2億トン以上の港湾整備
を計画・建設中である。現在の欽州港を約10倍に拡張しようとする計画であ
り、鵬年中に10万トン級バース6バース、30万トン級の洋上原油バースが完
成する予定である。港湾区域には「石化基地建設大会戦」のスローガンが掲
げられ、建物建設のクレーンが林立し∽トントレーラーが走り回っていた。
欽州港の南端の10平方キロは「欽州保税港区」を建設中であり、完成すれ
ば欽州は大連、天津、上海、寧披、海南省・洋浦港に続く6番月の保税港を
持つことになる。保税港は物流、加工、貿易、倉庫などの事業の発生が見込
まれ、地域経済への波及効果が期待されている。
インドシナ半島の東海岸線には、ホーチミン市・サイゴン港、ダナン市・
ダナン港、ハイフォン市・ハイフォン港があり、欽州港、防城港、北海港は
それらに続く主要な港湾施設である。サイゴン港、ハイフォン港は河川港で
あり大規模な拡張には制限がある。外洋に面するダナン港は日本の0工）Aも
入り5万トン級の採水コンテナバースを建設中である。
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図2－4　東南アジアと欽州港の位置
出所）欽州市招商促進局「中国広西・欽州投資指南」
こうしたインドシナ半島を含む広域地域の港湾整備の中で、欽州港の整備
計画規模は桁違いに大きく、計画が順調に進めば東南アジア最大の港湾施設
となるであろう。
「南の大慶」の建設
巨大な港湾整備計画を進めている欽州港の後背地では「南の大慶の建設」
を掲げ石油化学工業の集積を構築しつつある。中国は「大慶」「勝利」「遼河」
の三大油田の開発により95年までは原油の輸出国であったが、96年から原油、
石油製品の純輸入国となり、06年には約1．5億トンの原油を輸入している。
08年には日本の原油輸入量を抜き、5億トン以上を輸入する米国に次いで世
界第二位の原油輸入国となり、10年の輸入量は2億トンに達するとみられる。
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こうした情勢のなかで中国政府は積極的なエネルギー資源外交を展開し、
中東やアフリカ諸国で油田採掘権を確保して安定的な原油輸入を図ろうとし
ている。そして、産出した原油は海上輸送やパイプラインを経て中国本土に
注入しなくてはならない。その重要拠点が欽州港とその背後地の石油化学工
業基地である351。
欽州港の後背地には11カ所の臨港工業園区が建設中であり、中核的な位置
にあるのが「欽州工業園区（138平方キロ）」である。「金谷工業園（即平方
キロ）」には中国石油天然気集団公司による年間原油取扱量1，000万トンの石
油化学コンビナート（20平方キロ）が建設中であり、さらに1，∽0万トンの
設備拡大計画がある。このプロジェクトにより欽州に中国最大の石油化学コ
ンビナートが出現することになる。また、60万KWHの石炭火力発電所2基
などが建設中である。「金光工業園（畠平方キロ）」には製紙、造船、機械、
冶金などが建設中である。臨港工業圃区の26の大型プロジェクトによる工業
総生産顔は1，000億元が見込まれている。
例えば、年産10万トンのエタノールプラントが稼働中であり、さらに20万
写真2－5　石油化学コンビナートの原油タンク
トンの設備を建設中である。米国やアルゼンチンから輸入した大豆を原料と
する年産80万トンの大豆油抽出プラントが稼働しており、さらに08年中に70
万トンの設備が生産を開始する。オーストラリア、インドネシア、フィリピ
ンなどから各種鉱石を輸入しマンガン、鉛など年産50万トンの冶金プロジェ
クトを進めている。また、インドネシア資本が300億元を投資する年産60万
トンの製紙プロジェクトが建設中であるが、自治区内の森林資源からパルプ
原料を調達する計画に反対の意見も出されている。
こうした臨海工業開発プロジェクトに対して、日本企業は一部の総合商社
がマンガンの輸入に関心を寄せているものの、直接投資に踏み込む企業は未
だない。
欽州市区の不動産開発
欽州港開発に中央から巨額の基本建設投資が投入され、国内外企業の大型
投資も入り、欽州市の地域経済は「建設バブル」の様相を示している。欽州
市区の各地では進出する企業や流入する社員向けのオフィスやマンションを
盛んに建設している。
写真2－6　中心市区のマンション開発
所得水準が中レベル以上の世帯をターゲットとする間取り50～601ガから
150～200汀f、平均100rガで、エレベータを付設したマンションの場合、5年
前には販売単価平均1，300元／誠であったが、現在、2，600、2，800元／がと
なっている。
表2－3　広酉壮族自治区の港湾
港湾　　　　　　性質　　　　　　　　　　　　　　　　　港湾概況
欽州港　　　　工業港、商港
防城港　　　　　　南港
北海港　　　リゾート港、漁港
企沙港　　　　　商港、漁港
石頭埠港　　　　南港、漁港
鉄山港　　　　　　工業港
東輿港　　　　　商港、漁港
沙田港　　　　　商港、漁港
公館港　　　　　南港、漁港
芽峻港　　　　　商港、漁港
京島港　　　　　商港、漁港
大風臼二港　　　　商港、漁港
龍門港　　　　　艦合性港
珍味港　　　　漁港、車用港
図洲南漸巷　　漁港、軍用港
常盤港　　　　　商港、漁港
自寵港　　　　　商港、漁港
英羅港　　　　　商港、漁港
江平港　　　　　商港、漁港
紅拷港　　　　　商港、漁港
大香被港　　　　　漁港
犀牛脚港　　　　　漁港
新港建設中、海岸線5km、1、15万トン級埠頭28個を建設可能
広西壮族自治区最大の港湾、海岸線38km、現有埠頭22個
現有埠頭8個、1万トン級埠頭2個
利用海岸線1．7〔沿m
停泊能力2∝）トン、貨物取扱最3万トン
新港建設中
停泊能力5∝）トン、貨物取扱最100万トン
停泊能力1．（源）トン、貨物取扱量25万トン
停泊能力1（氾トン、貨物取扱量20万トン
停泊能力5∝）トン、貨物取扱丑10万トン
停泊能力2∝）トン、貨物取扱立3万トン
万トン級泊地
利用海岸線3．5Ⅸ）m、満潮時崇氾トン級4隻停泊可能
利用海岸線2．（抑〕m、満潮時崇氾トン級漁船停泊可能
埠醜2個、延長2（》m
不明
不明
不明
不明
不明
不明
不明
資料）仕平、車遠新主凋r21世紀初　広酉海洋直井発展研究j海洋出版社、2∞4年。
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3．防城港市　～ヴェトナムへの「海のフロントヤード」～
中国は1950、70年代にヴェトナムの抗仏戦争、抗米戦争を支援した。支援
物資を送るいくつかの「ホーチミン・ルート」のなかで広西壮族自治区から
の主要なルートは、南寧～友誼関～ハノイの「陸のホーチミン・ルート」と
防城港、欽州港、北海港～ハイフォン港の「海のホーチミン・ルート」があ
る。
防城港市は、その市名のとおり中国「南鑑」の国防拠点として、そして抗
米ヴェトナム戦争を戦うヴェトナム共産党のヴェトナム民主共和国（北ヴェ
トナム）を支援する後方基地として1971年から城市建設に注力した。また、
防城港市の県級市・東輿市江平鏡は1971、72年に中越対立ともない避難して
くるヴェトナム華僑の入植を受入れるなど、防城港市はヴェトナムへの海の
フロントヤードの位置にある。
現在の防城港市は人口約83万人、市区人口約3万人、07年の国内（地区）
総生産額は約159億元、工業総生産額約185億元、一人当たり国内（地区）総
生産練は約19，329元で自治区平均の1．5倍の水準である（表2－1）。港湾条件
写真2－7　防城港のアンローダ詳
が優れた「港口城市」として成長している。
防城港は欽州港、北海港の広西壮族自治区主要3港のなかで現在、最大の
港湾能力を備えている。20数基のアンローダ（バラ積み陸揚機）とガント
リークレーン（門型コンテナ陸揚機）を持つ。主にヴェトナムから穀物、石
炭、鉱産物を輸入し、鉄製品、肥料、雑貨などのコンテナ貨物を輸出してい
る。
欽州市区から防城港市区は約60km、高規格道路で結ばれている。防城港か
らヴェトナム国境の県級市・東輿市までは約35kmである。
“軟性国境”城市・東興市
ヴェトナムと国境を接する東輿市には、1890年（光賭16）に大清国鉄州界
が置かれ、中華人民共和国建撰後の1958年にI類口岸・東輿口岸を開き、以
来、中国とヴェトナムおよび東南アジア各国を結ぶ重要な水陸通路となって
いる。東輿市は92年に沿海・沿辺開放城市に位置づけられている。
東輿市の人口は約10万人、国境線の北倫河の対岸は人口約6万人のクアン
こン省くQuangNinh広寧＞モンカイ市＜MongCai芭街＞である。東興市には92
年に約4平方キロの「辺境経済合作区」が配置され、モンカイ市には96年に
ヴェトナム最初の「ロ岸経済区」が配置されている。また、漸江省義烏の商
業資本が中心となり「苦街商貿城」の建設に投資し、08年8月にオープンす
る予定である。
相互の貿易取引は活発でヴェトナム側からは紅木、翳翠、果実、野菜、家
畜、海産物が輸出され、中国側からは家電製品、建設機器等機械類、オート
バイ、化学肥料、飲料、衣服、日用雑貨が輸出される。ハノイ市＜HaNoi河
内＞の日用品の7割は中国製品で占められるとされるが、東輿一モンカイは
その重要な輸出ルートとなっている。ヴェトナム側ではモンカイから国道18
号線がハノイまで通じているが、モンカイーハロン間の高速道路および鉄道
敷設計画があるとされる。
改革開放直後の東輿市の人口は3，000人程度であったが、92年に対ヴェト
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写真2－8　東輿市からヴェトナム・モンカイ市を臨む
（左上は建設中の「苦街商貿城」、右上はカジノを併設したホテル）
膵「
ナム貿易が開かれたことから、東輿－モンカイでは北倫河上で「河上辺民互
市」が行われ、東興市内には「辺貿市場」が開かれた。活発な中越辺民互市
貿易で資本を蓄積した東興市民は商社、卸売業、運輸業などに転じ、表向き
には企業による「辺境少額貿易」に展開していく。90年代の東興一モンカイ
の中越貿易は「辺境」に住む住民相互の合意のもとで、実に「大胆」で自由
闊達な市場経済が出現した罰）。
扱う商品は利益が大きい規制品を含んで増加し、正式な輸出入手続きを躇
んだ商品取引の裏では大胆な密貿易が発達した。過小申告のもとで1，000ト
ンレベルの化学肥料のヴェトナムへの輸出、2，000頭の豚のヴェトナムから
の輸入などが成功談として語られている。
また、今回宿泊したホテル前の幅50、60メートルほどの国境河川では、夜
間の満潮時に辞を並べ簡易架橋し大量のオートバイや中古車を送り出したこ
ともあり、宿泊客は騒音で眠ることができなかった、などの話を開くことが
できる。
こうした民間活力による国際区域経済の発展に国の規制が強められたのは
03年以降である。その契機は、中国企業の投資でヴェトナム側に建てられた
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カジノを併設したホテルにあるとされる。当地は「辺境放遊」として人気の
スポットでもあり、中国全土から観光客を引き寄せている。中国人のヴェト
ナム観光でモンカイの滞在拠点となったカジノ付高級ホテルで権力を起った
者、資本を蓄財した者の多くがどのような行動に陥ったのかは想像にかたく
ない。
現在は、モンカイ市民は朝、東輿市に入り昼間に取引を行い、夜帰ること
を条件に自由に中越間を行き来している。外部者の眼に入るのは観光客を相
手にするヴェトナム女性の土産物売りの姿である。ヴェトナム衣裳をまとい
ヘルメットや「ノン（三角編み笠）」を被る彼女らは、ヴェトナムの煙草や
紙幣、玉、フランス製香水などを詰めたビニール袋を手にして観光客にすり
寄っている。
中国国民は訪越観光の手続きを行い出入境している。また、双方で資本を
蓄積した者は東興市の不動産へ投資を行っていると聞く。東輿市は国際貿易
・観光城市として2010年の計画人口24万人、将来人口80万人とする都市開発
を進めている371。
写真2－9　ホテル前の国境河川での密貿易
ヴェトナムに対する中国南端の沿海・沿辺「辺境」城市の東輿市には、中
央直轄の行政部門や大型の固有企業は存在しない。地方政府部門と私営経済
部門が地域社会・経済の主体であることから、政府と地方党組織と民間（市
民）は「同舟」し、民間活力が地域経済を牽引しているように見える。
当地城では、抑年代と較べ中越貿易に関する規制が強まったのだが、現実
には日常的に「辺民互市」のもとで「自由貿易」が展開している。ホテル前
の国境河川では、24時間、中越間を小舟か行き交い物資が交換されている。
“軟性国境”城市・東輿市は中国「辺境」地域のなかでも、最もオープンな
国境地域経済活動が営まれている地域であろう。
4．南寧市　～中国一束盟自由貿易区の拠点へ～
紀元前には「百越」の領地であった広西壮族自治区の首府商事市は、東晋
（紀元317～420）に晋輿郡治所、唐代（618、907）に畠州、元代（1271、
1368）に南寧路が置かれ、南方の行政・軍事統治拠点として都市形成がなさ
れた。中国でいわゆる“格式”のある都市の一つである。現在は西南内陸地
域から海に出る鉄道、高速道路の「大通路」の結節点であるとともにヴェト
ナムをはじめASEAN諸国との経済交流の中心地となっている。
2002年に中国とASEANlOカ国は「中国一束盟全面経済合作梶架協議」に
て「中国一東南アジア諸国連合自由貿易圏＜中国一束盟自由貿易区＞」の建設に
写真2－10　ヴェトナム商務連絡部　　写真2－11カンボジア商務連絡部
ついて署名した。その後、田年以降毎年、商事市で「中国一束盟博覧会」が
開催され、中国とASEAN諸Blの貿易と投資の拡大を促している。
商事市区には「中国一束盟国際商務区」を配置し、ASEANlOカ国、日本、
韓国の商務連絡部の建物、業務ビル、高層マンションなどの大規模な不動産
開発が進められている。
商事国家経済技術開発区卸
商寧市の西南に位置する商事経済技術開発区は、1992年に省級開発区とし
て設立し、2001年に広西壮族自治区で唯一、全国で最後の国家級経済技術開
発区の批准をうけた。開発区の計画面積は約110平方キロ、商事空港から約
15km、商事北大貨物埠頭まで約5km、中国西南地域俵大の鉄道ターミナル南
寧南駅に隣接している。
餉年の工業生産額は約8億元、財政収入約3，7∝）万元であったが、07年に
はそれぞれ約45億元、約3億7，000万元に拡大している。
中央政府は広西壮族自治区が取り組む地域発展プロジェクトに「奨励政策」
を示している。第一に、沿海地区の経済成長を引き締める方向にあるが、広
西壮族自治区の経済成長は促進方向である。第二に、土地開発に関する地方
政府の自主権の拡大である。第三に、地方政府の起債や地方銀行の設立・投
融資への債務保証枠の拡大である。
こうした「奨励政策」を南寧経済技術開発区の開発に当てはめると、具体
的には次のような状況となる。まず、開発区管理委員会は国有資産である土
地の開発企画立案、開発行為、土地使用権の販売に関する許認可自主権を持
つ。例えば、1億ドル以下の投資案件は管理委貞会が認可できる。
第二に、土地開発に係る独立徴税権と独立財政権をもつ。土地開発に必要
な原資については、管理委員会は糾年に国家保証の付いた10億元の借入れ枠
が与えられている。借入れ枠をもとに、四大国有銀行や新規に設立できる地
方銀行から資金を調達し、農地等の土地使用権の購入、インフラ整備、優遇
政策補助金などに投入する。開発案件への5，∞0万元以上の投融資は中央政
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府の認可が必要だが、商事経済技術開発区でのプロジェクトファイナンス規
制は緩い。
商事経済技術開発区は三つの開発ゾーンで構成される。「金凱工業園」と
「銀凱工業園」の工業ゾーンと「中心商住区」である。東側の「金凱工業園」
は約10平方キロ、ファインケミカル、機械電子、製薬、食品加工、新建材科、
造紙など約300社が立地しほほ完成している。
西側の「銀凱工業園」の計画面積は約10平方キロ、そのうち第一期約4平
方キロを開発中である。自動車および自動車部品、電子、新材料、軽工業、
紡織を導入奨励業種とし、建設関連加工区、機械・電機・アルミニューム建
材加工区、医薬品・ファインケミカル加工区および日韓工業園区を配置する
計画である。園区には延べ床面積約10万がの標準工場が用意され、今後さら
に20万㌦を供給する計画である。
「中心商住区」は約10平方キロの商業区、業務・サービス区、住宅区を整
備中である。
08年時点の開発区への立地企業は360社、その多くは内資企業である。日
図2－5　商事国家経済技術開発区の土地利用計画
出典）商事国家経済技術開発区管理委員会「商事国家経済技術開発区簡介」
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系企業は、02年に大賽砺（商事）食品添加剤有限公司（ソルピン酸、ソルビ
ン酸カリ）、04年に南寧大南食品有限公司（乾燥野菜）、07年に南寧蛤利塙化
工有限公司（ロジン誘導体）、08には泰格有限公司（建材、金属型枠）の4
社が進出している。
日系企業の進出を期待しており、賃金が上昇している華南地域から労働集
約的な工程を含む電子製品や電子部晶を扱う企業の移転や長江デルタや大連
の日系企業の二次展開の誘致、および希少金属等の高精度加工の導入を目嬢
としている。
例えば、広西社旗自治区百色市はボーキサイトの産地として知られ、アル
ミニューム精錬、アルミニューム材を産出する。主要企業として百色市平果
県に平果亜洲銘菓有限公司、おなじく徳保県に徳保銘菓有限公司がある。そ
れぞれ各種アルミニューム材、アルミニューム合金材を生産している。そう
した一次材料を用いた複雑・高精度のアルミニューム部品加工は企業誘致の
重点項目である。
中国一束盟経済園区39）
商事市の北西部、南寧空港から約50kmに「中国一束盟経済園区」が建設中
である。19弧年に広西壮族自治区の批准を受けた「商事華僑投資区」が基礎
となり、04年に同園区への拡大計画となった。主にASEAN華僑の投資受
入れを開発コンセプトとしている。
そもそも、この地は1960年にヴェトナムおよびASEAN諸国からの「帰
僑」約1．2万人を受入れるための「武鳴華僑農場」である。ヴェトナムの抗
米戦争期や中越対立期に、広西壮族自治区や雲両省ではヴェトナムや
ASEAN諸国の華僑難民を受入れている。商事市の武鳴華僑農場はじめ防城
港市の県級市・東輿市江平鏡、広西農墾局の農場、雲南省では玉渓市元江蛤
尼族奔放俸族自治県甘庄華僑農場などがある。
「中国一束盟経済園区」は商事市中心部と近接することを活かし、約130
平方キロの土地を「総合産業区（約80平方キロ）」「観光リゾート区（約20平
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表2－4　広西壮族自治区の開発区（2007年）
区分　　　名称　　　所抽　慧　　　　臥輌麗粟
商事程済技術開発区
摘草店新技術竜業開発区
梵梓市辺境経済合作区
国家級　乗輿市辺境経済合作区
桂林高新技術直幸開発区
広酉北海出口加工区
北海放漫国家旅過度恨区
南寧市
南寧市
崇左市究拝市
防残虐市来輿市
桂林市
北海市
北l毎市
1，080電子、過層、電機、掩密化学、製薬
850バイオ、医薬、電子、情報、充填技術設衛
720輸出加工、辺境貿易、国際物流
407辺境貿易、輸出入加工、辺境旅遊
1，207亀子、柏観、バイオ、医薬、光学
145電子、情報、稲密接概、製薬、描蘭化学、新建材
1，2（氾海津生乳民族風情、健康型リゾート
商事一乗盟経済開発区　　　　南寧市
広西良虔経済開発区　　　　　南率市
商事江南工業凋区　　　　　　　南率市
商事六景工業園区　　　　　　　南寧市
南寧仙請縁靖開発区　　　　　　南寧市
広西柳州高所技箱庭貴国区　　柳川市
広酉鹿妻経済欄発区　　　　　　柳川市
広西柳州随和工業閲区　　　　　椀川面
広西桂林西城経済開発区　　　桂林市
広酉買用八里衡工寮同区　　　桂林市
広西槽州工業同区　　　　　　　悟州市
自治区級　広西悟州長洲工桑園区　　　　悟州市
広西北海工寮圃区　　　　　　　北海市
広西合浦工寮朗区　　　　　　　北海市
広西北海南新技術産業闇区　　北海市
広西鉄州港経済開発区　　　　欽州帯
広西東海江南コ二葉閲区　　　　食港市
広西玉杯経済開発区　　　　　　玉杯市
広西北流私用陶瓶工菜園区　　　五林市
広西谷県経済開発区　　　　　　玉杯市
広西百色工梨園区　　　　　　　百色市
広西貿州旺高二薬園区　　　　　賀州市
広西宜州経済開発区　　　　河他市宜州市
323　医茄、農捌産品加工
263　食品、紗臥有色金属加工
512　アルミニューム加工、セメント二次盤品、麻紡韻
168　製薬、農産品加工、鉄鋼製品
1，130　印刷、高度食品加工
110　綴械製造、電気機材
17　化学、造紙
禍3　自動車、自動車都晶、機械製造
1．1説）自助車部品、食品、医薬
465　医索、食品、桟槻製造
452　林産加工、日用品、医蓬
27時計、日柄品、ステンレス銅
1．938餞裸製造、軽工覚
6ユ2　皮革加工、飼科
ユ20海産品加工、感光材科、軽工業橋碓
1，OX）石油化学、憤加工
624　建材、化学、飼料
弘7食品、印刷、医療職等
1．339　閑話、セメント
14　食品、製薬、機械
733　アルミニューム楕綴、展刺産品加工
6（山車那阻．食品、医薬
59　生糸、食品、製薬
資料）r広西統計年象題2咄8年
方キロ）」「現代農業モデル区（約30平方キロ）」として開発するものである。
園区の土地開発計画は諦州シンガポール工業園を手がけたJTC（Jurong
TownCorporation）傘下の企業による。工業を中心とする結合産業区の土地
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使用権分譲価格は、170元前後／ポ（約2，駒0円／が）である。
現在、契約交渉中の案件を含め約200社が進出し、そのうち約30社が香港、
台湾およびタイ、インドネシア、デンマーク、米国、英国、オーストラリア
などの広東省、福建省出身華僑の投資である。食品加工、木材加工、製紙、
製糖系列、薬品など地場資源型産業が主流である。
写真2－12　建設中の中国一束盟経済園区
第3章　広西農聾の存在
中国の26の省級行政のなかに「農墾」「生産建設兵団」と呼ばれる組織が
ある。その発祥は次のようである。中華民国期に国民党に対抗する共産党が
農村を「解放」すると、農民の子弟の多くは兵士となって都市を包囲し抗日
戦争と国共内戦を戦い、1949年に中華人民共和国を建国した。
その過程で共産党の軍隊は兵士に食べさせるために解放区の農業開墾を進
め、あわせて「辺境」地域の防備のために軍隊を駐屯させた。その典型的な
発祥背景をもつのは、黒龍江農塾や新痘経書ホ自治区の「新痘生産建設兵団」
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である。
新中国建国後、朝鮮戦争が勃発し中国は100万人を超える「義勇兵」を投
入したとされ、戦争終結後、その兵士は「北大荒」と呼ばれた黒龍江省三江
平原に入植し農業開墾に転じた。開墾した農地は国有農場とされ「異能江省
農墾総局」が管理する体制が形成された。
このように「農民」が銃をとり「兵士」となり、戦いが終わり銃を鍬に持
ち替え「農民」に戻る過程で生まれたのが「農墾」である。農墾のその後の
展開の過程は様々である。新産経吾ホ自治区では「生産建設兵団」の名称が
示すとおり、国防、社会治安、農業開発、都市開発を担っている。湖北農塾
では農業開発や産業活動は地方行政に移管し、農盤社会の行政管理に特化し
ている。一方、上海農塾は行政管理を地方政府に移管し純粋な農業とその関
連事業経営に特化している。
広西農垂の展開過程も独特である。以下でその経緯、現在の事業実態をみ
ていくことにしよう。
1．広西農聾の発祥と発展40）
広西壮族自治区の農塗のルーツは、中国西南地域で抗日戦争を戦い、国共
内戦を制した林彪指揮下の共産党軍師団約10，000人の将兵とその家族が新中
国建国にともない広酉省内に入植し農業開墾に取り組んだことに遡る。1951
年に国有農場開発・管理部門として広西壮族自治区農墾局（以下、広西農墾
局）を設立した。
全国22省区に23の中小盤区があり、広西農盤は中小墾区に分類される41）。
05年の中小墾区就業人員は203万人（農墾全体の55％）、耕地面積161万平方キ
ロ（同じく32％）、総生産額571億元（42％）である。その中で、広西農壁の
一人当たりGDPは、折江農垂の41，910元に次ぐ22，911元で広西壮族自治区
平均8，788元の2．6倍、全国平均の1．4倍の水準に達している。広西農塾に続
くのは河北農墾17，176元、内蒙古農墾13，833元、江蘇農墾12，294元、山東貞
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墾10，5封元である42）。広西農塾は糖業、剣麻、熱帯果実など熱帯特色の資源
を持つ優勢な産業集団とされ、2000年から05年の一人当たり年間収入増加率
は全国の中小墾区の中で最も高い。
広西農墾局は97年まで計画経済のもとで国有農場の開発・経営・管理を行
い、主に農林水産業と一次産品の加工事業を担ってきた。改革開放後、墾区
農場職員の行政的管理を行う「農墾局」と現業の経済活動を行う「農墾集団
公司」に機能分化したが、実際は「政企一体」的な経営管理が続いた。
この間、都市の発展にともない都市近郊の農墾農地が都市開発適地として
注目され、土地利用の転換が求められるようになった。しかし、都市計画の
立案や都市建設などの行政権限を持たない農墾局は、農地の土地使用権を販
売してもその収入は国家財政に吸収され、土地使用権を手放したことによる
収入不足分は国家財政で補填する構造に留め置かれていた。都市開発や新た
な産業開発に関わることのできない農墾局は、開発ポテンシャルの高まった
都市近郊農地を手放したがらず、土地利用の高度利用転換は進まなかった。
地方行政にとっても農墾局にとっても制度矛盾に苦慮することになった。
そうした情況を打開するため、国および広酉壮族自治区政府は04年に土地
利用制度と財政制度の調整を行い、05年に各種行政管理権限を農墾局に集中
させ効率的な都市・産業開発を促進することとし、06年5月から新制度が施
行された。従来、地方行政の権限であった都市開発と都市型産業開発を農墾
局に権限委譲したわけである。
地級市レベルの6つの行政管理権限を手にした広西農墾局は、一次産業開
発・経営を基本としつつ、都市開発、多様な工業・サービス業経営に参画で
きるようになった。6つの行政管理権限とは、計画権、財政権、税収権、土
地管理権、建設企画権、国有資産管理権である。
現在、広西農墾局のトップである劉志勇局長は広西農墾局共産党書記、広
西農墾集団公司萱草長を兼務するとともに地級市市長レベルの六大行政管理
権限を握る。実に大幅な自主権を手にしたといえよう。
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このように、広西農墾局は広西壮族自治区の14の地級市行政から独立した
第15番目の地方統治主体となっている。表面的には見えにくい中国「辺境」
地域の現実である。次節では、自主権を得た広西農墾局が「弾けるように」
都市開発と産業開発に取り組んでいる状況をみることにしよう。
2．広西農墾の地域産業開発
広西農墾局は、現在、広西社旗自治区の14の地級市のうち12地級市内に約
17万平方キロの土地を管理している43J。そのうち、約4．7万平方キロは都市
近郊の土地であり、そこに産業発展モデルとして12カ所の特色ある産業園区
を開発し「生産基地（原料生産）＋産業園区（生産基盤整備）＋産業化（企
業活動）」のコンプレックスを構築しようとしている。
08年現在、広西農墾局の傘下には102社の国有事業単位と614社の出資、合
作などの企業がある。また、広西職業技術学院、亜熱帯作物研究所、質量監
査審査所を持っている。
広西農墾局の国有農場職員は約6万人であり、その家族と出稼ぎ労働者2
、3万人を加え、広西農墾局が管理する人口は約23万人である。多くは地方
行政の農村で営まれるような農林水産業に従事するものの、出稼ぎ者以外は
国有事業単位に所属する職員として都市戸籍に登録され、広西壮族自治区の
都市戸籍住民と同様の社会保険でカバーされている。広西農墾局の若手幹部
は、一部は初期の農墾入植者の子弟であるが多くは全国の大学生が応募し採
用された者達である。
広西農墾局墾区における八大基幹産業は、中国三大砂糖産地の一つで年産
約80万トンの「糖業」、年産約3万トンの「剣麻（サイザル麻）」、中国最大
の「木薯（キャッサバ）澱粉」、中国最大の種豚供給基地であり年間300万頭
を生産する「畜産」、広酉壮族自治区の茶生産の約3分の1を占める「茶」、
年産約10万トンの「果実・野菜」、華南地域最大のエビ種苗基地と養殖を行
う「水産品」、ミネラル飲料などの「緑色保健食品」とされる。
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主要な事業単位としては、2社の「国家農業産業化重点龍頭企業」、10社
の「自治区農業産業化重点龍頭企業」、1社の自治区唯一の「全国大型農産
品加工流通企業」、1カ所の「全国農産品加工業示範基地」、白糖70万トン／
年の「精制糖生産基地（広西農墾糖業股粉有限公司）」、全国生産量の約40％
を占める「剣麻（サイザル麻）別品加工基地」、変性澱粉30万トン／年、酒
精30万トン／年の「木薯（キャッサバ）変性澱粉加工基地」、華南地域最大
の「養豚基地」「陸上海水養殖基地」などがある。
表3－1　広西農墾の主な産業園区
名称　　　　　　　　所在地　面積（km2）　　　　開発コンセプト
明陽産業園区　　　　　　　　　南寧市　　　51
中国一束盟風情園　　　　　　　南宰市　　　53
九曲湾温泉度暇村　　　　　　　雨寧市
柳州新興机動車等配件産薬園区　柳州市　　49
北部湾産業園区
西江産業園区
桂林相思江生態家園区
桂林軟件産業園区
約二河楷業循環経済園区
呂菱楢葉循環経済園区
山坪剣麻特色産弊固区
博白文地茂音産業圃区
工業区、農業科技園区、物流周区
熱帯リゾート、植物園
温泉リゾート
自動車部晶の生産、貿易、物流
鉄山港開発、輸出型産乗
軽工業、電子、機械設備
生態農業
ソフトウエア
槍業コンプレックス
椅業コンプレックス
サイザル麻コンプレックス
資料）広西農墾パンフレット
明陽産業区朋）
「明陽産業区」は、広西農墾局が建設する広西壮族自治区唯一の自治区級
工業園区である。商事市中心区から南西に約30加、商事空港まで約6km、欽
州港まで約35kmの位置にある。
当地はもと木薯（キャッサバ）農場であり、900人の農場職員が所属して
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いたが、住宅を保障し他の農場への配置転換や農墾局傘下企業での採用にて
土地収用は円滑に行われたとされる。そのため、一般農民の農地の使用権買
収の場合に較べ交渉、保障、手続きなどにかかるコストが小さく、使用権分
譲などで優遇が可能であることをセールスポイントとしている。
明陽産業区の計画総面積は51平方キロ、現在、第一期開発区域26平方キロ
で5つのプロジェクトに取り組んでいる。基本インフラでは、既に日量3．5
万トンの上水と日量5万トンの排水処理施設が稼働しており、さらに日量30
万トンの上水供給を計画中である。基幹道路、変電所などの基本建設に3位
元を投入している。
園区内には広酉農墾局が経営する「広西職業技術学院」が立地し、約9，800
人の学生が学んでいる。駒数の専攻を持ち、職業技術学院のなかで重点校の
位置にあることから、全図から応募がある。また、広西師範大学分校が進出
する予定である4㌔
現在、内資企業を中心に49社が進出を決定し10社が操業している。その主
要企業は木薯（キャッサバ）を原料とする広西農墾局所属の澱粉工業である。
今後、澱粉工業コンプレックスを構築する予定である。
工業区には1平方キロの日本企業向けの「日本園区」が確保され、電子、
自動車部品、IT産業の誘致を図っている。広西壮族自治区出身の日本在住
華僑が経営するコンサルタント会社が接触しており、北京キヤノンが視察に
来るということで期待が寄せられていた。
明陽産業区は、今後10年で「世界劉0強企業」のうち20社を誘致し、産業
園区の総生産額200億ドルを達成するという野心的な目標を掲げている。「2
兆円の産業開発プロジェクト」である。こうした構想は日本では発案しにく
くなっているのだが、自主権を得た広西農墾局の「勢い」は、それを実現す
るのではないかと思わせる。
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表3－2　広西農墾明陽産業区のプロジェクト計画
プロジェクト名称　　讐票　　　建設内容　　　合作方式
工業区基礎施設埋設　　　　　　　39，（X氾　道路、供電、供水、排水、土地造成　融資、BT、BOT
工費区汚水処理施設建設　　　　　刀，6㈲　5万トン／日汚水処理施設　　　　　融資、BT、BOT
標準廠房建設　　　　　　　　　4仇脇）標準工場の建設　　　　　　　　　独楽、合資、他
現代物流園　　　　　　　　　　　　　　　　結合物祝園区
木婆高度加工プロジェクト　　　　207，訊X）
1）エタノールプラント　　　　躯，4∝）：氾万トンエタノールほか誘導体　　　合作、合資、他
2）工業用アルコールプラント　27．㈱10万トン工業用アルコール　　　　合作、合資、他
3）環気浣プラント　　　　　　諭，tX沿　6万トン環気浣　　　　　　　　　合作、合資、他
4）エーテルプラント　　　　10．5鋤　4万トンエーテルプラント　　　　　合作、合資、他
5）酢酸プラント　　　　　　　之．（X抑　5万トン酢酸プラント　　　　　　　合作、合資、他
資料）広西農墾「重点招商項目」パンフレット
九曲湾温泉度取材
「九曲湾温泉度眼村」は、商事市北東部の広酉農墾局九由拷農場の土地に
開発した都市型温泉リゾート施設である。当地は南寧市区の市街が拡張し都
市人口が増加するなかで、土地利用転換を行い国有農場がサービス業に移行
したケースである。広西農墾局の観光不動産開発は「中国一束盟風情園（南
寧市熱帯作物研究所）」「大明山龍頭大峡谷生態旅遊区（商事市大明山農場）」
「王英水上健身娯楽度恨村（南寧市王英農場）」「十万大山魔石谷旅遊風景区
（防城港市昌菱農場）」がある。
九曲湾温泉度暇村は、農場内から50～60度の温泉の噴出があったことから、
都市型温泉リゾート開発を発案した。南寧市中心区まで草で約20分、商事空
港まで約40分という立地条件である。開発綿製約400haのなかに、各種温泉
施設とゴルフ場、テニスコート、レストラン、少数民族文化アトラクション、
宿泊施設、コンベンション施設、植物園などを整備し、その周辺で別荘分譲
を行っている。
繁忙期の入園料は3，的0元、閑散期は1，5根元、リゾートホテルのノーマル
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宿泊料は680元から5，巾0元である。高所得者をターゲットとした不動産開発
といえよう。
3．北部湾産業園区の開発プロジェクト
北海市で広西農墾局の重点12産業園区開発のひとつである「北部湾産業園
区」が建設中である。北海市は朗年に14沿海港湾都市46）として開放され対外
経済の促進が期待されたが、その後の大連、天津、青島、上海、寧波などの
産業発展と較べ地域産業発展のスピードは遅い。
表3－3　広西農墾北部湾産業園区のプロジェクト計画
プロジェクト名称　怨　讐　　　般内容　　　　合作方式
北海鉄山港背後区基礎施設建設
北海鉄山産廃墾専用埠頭
標準廠房建設
シンガポール工業圃
シンガポール国軒物流園
日本電子工業園
陶姿工菜園
飼葉工業集中区
新光工業集中区
467　38，脇〕通路、供電、供水、排水、土地造成
180，（項）広西農墾12産業詞区用10万トン級埠頭2パース
お　46，㈱　標準工場の建設
4．（X泊　柵，（畑　北都湾在寮園区全体の土地開発
20　17．（伽　倉唾、物流用地
2α）ユ船，0∞　電子・情報画業の導入
133144，∝X）セラミック生産・加工・輸出基地の建設
333　　　　　防塊港の鉄鋼、電力、化学の関連産業導入
333　　　　　欽州の石油、製純の関連産業導入
融資、BT、BOT
放資、合草、他
放資、合資、他
蝕資、合資、他
独資、合資、他
独資、合資、他
独資、合資、他
放資、合資、他
独資、合資、他
資料）広西廃盤「重点招商項目」パンフレット
北海市の鉄山港建設
現在の北海市は人口約156万人、07年の国内（地区）絵生産額は約以7億元、
工業絃生産額約177億元、一人当たり国内（地区）稔生産額は約15，988元で
自治区平均の1．3倍の水準である（表2－1）。港湾都市の欽州、防城港となら
び北海は「商貿旅違城市」を城市開発コンセプトとしている。地場産業では
広西壮族自治区のなかで最大の水揚量を誇り、07年には水産品約98万トンを
示している（表2－2）。
北海市は、拡張が制限される北海港を「北海銀灘旅遊区」471におけるリ
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ゾート港と位置づけ、市区から約40kmの鉄山港区に工業港の鉄山港の建設を
進めている。沖合約2km先までを粗め立てて約420haの埠頭用地を達成し、
－15、－18mの埠頭を1，300m建設し、15万トン級船舶の泊地を4カ所渡藻
する計画である。約36億元を投入し年間貨物取扱能力約1，200万トンの港湾
を整備するものである。
港湾背後地には12万立方メートルのLNG備蓄基地、50万トンの石油化学
プラント、ヴェトナム炭のストックヤードと火力発電所、幹線道路沿いの製
紙用樹種の植林をセットにしたオランダ資本による林業製紙一体プロジェク
トなどを建設することとしている。また、インターチェンジと鉄山港を結ぶ
高速道路および広州に繋がる鉄道支線約1∝）血を建設中であり2011年に開通
する予定である。
写真3－1鉄山港の建設予定地　　　　図3－1鉄山港建設計画
広西農盤局の北部再度葉蘭区嶋）
「前衛農場」は広西農墾局傘下の数ある国有農場のなかで、現在、最も注
目される農墾事業単位の一つである。北海市には前衛農場（約3，370ha）、浜
海農場（約2，170ha）、星星農場（約6，4（X吐血）、三合口農場（約6，3Oha）、珠
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光農場（約1，630ha）の5つの国有農場がある。このうち、鉄山港の背後に
ある前衛農場と浜海農場の土地約55平方キロを使い、広西農墾局の重点産業
園区の「広西農墾北部湾産業園区」を建設中である。
産業園区には工業や物流業の進出を促すプロジェクトが計画され、その資
金は国有農場の土地使用権を担保にした国家保証付銀行融資、広西農墾局の
自己資金、国内外の投資会社の投資を充てている。
既に、アルミニューム二次加工を行う広東省企業と北部湾のエビの冷凍・
包装を行う北海市企業の進出が決まっている。日本企業では、華南地域の人
件費の上昇にともない広西壮族自治区などへの移転を検討していたフォス
ター電機と交渉したが進出決定には至らなかった49）。
前衛農場は約700人の職員とその家族約1，0個人で主に砂糖黍生産を行って
いた。しかし、まもなく定年を迎える職員が約半数に達し、他の農墾でもみ
られるように前衛農場も次世代が農業を後継しないケースが増えている。そ
のため「人が少なく土地が多い」状況となり、労働力の不足は出稼ぎ労働者
に依存する状況となっていた。そこで、農場を北部湾産業園区開発に転用し
て農業から不動産業に移行し、農場職貞とその子息子女の就業機会を工業、
物流業、サービス業などに求めようとしている。
第4章　南幸市と崇左市の企業別）
第4章では、南寧市と崇左市の製造業6社（うち日系企業3杜）の企業活
動を報告する。それぞれ砂糖黍粗糖や残達、松脂（ロジン）、地場産の竹の
子や野菜類、天然薬材、マンガンといった広西壮族自治区の地場資源に着目
した事業を展開している。
華南地域、華東地域、環潮海湾地域の沿海地域への企業の進出は豊富な労
働九加工輸出貿易の利便性に着目し、そして近年では拡大する中国の消費
市場、工業集積の形成と高度化に着目している。これに対し、地域の地場資
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源への着目は「辺境」地域への直接投資の共通した要因である。
表4－1広酉壮族自治区の主要日系企業
企業名　　　　　　日本側投資者　所在地進出年　資本金　　　　　啓蟄内容
大賓塙食品添加剤有限公司
南幸崎刑務化工有限公司
商事大南食品有限公司
広西王子農産林有限公司
塵遠電機（南寧）有限公司
佳林辿輿特金剛石工具有限公司
桂林播磨化成有限公司
捷林NEC無線通僧有限公司
穂川荒川化学工業有限公司
広西荒川化学工業有服公司
防城港天睦化工有限公司
天和化工有限公司
北海白鳥其珠有限公司
ダイセル化学工業　　南密　2002
ノ1リマ化成　　　　　商事　2（沿7
イビデン物産　　　　南寒　2仙
王子製紙　　　　　　南密　2（め1
フォスター電機　　　商事　却）7
神鋼電機　　　　　　桂林　1993
ハリマ化成　　　　　桂林　1996
日本電気　　　　　　桂林　1995
荒川化学工梁　　　　櫓州　1個5
ソルピン赦、ソルビン酸カリ
6（旧万ドル　ロジン誘導体
乾燥野菜
367万ドル　植林猥寮、ナソプ生産
ヘッドフォン、ヘッドセソト
2（氾万ドル　人造ダイヤ、銭槻工具
320万ドル　ロジン誘導体
4測万ドル　マイクロ機番
39）万ドル　製紙用薬品、工業相樹脂
荒川化学工菓　　　椅州　2∝蛤1，2叩万ドル　ロジン誘導体
香港コー1ケミ　りレ　防城港1労3　1．8の万元工業用燦腰
香港コープケミカル防城港19別　1．（鼎）万元工業用燐酸の貯蔵
エステール　　　　　北海　　　　　105万ドル　真珠来聴
資料）南率経済技術開発妊招薗中心ヒアリングおよび、21世紀中国総研溺r中国進出金策一覧　2∝広一2撮
年版」蒼蒼社、2仰5年
1．基礎素材メーカーの中国進出　～大書聴食品添加剤有限公司～
大賽堵（商事）食品添加剤有限公司（以下、南事大賽堵）は、大阪に本社
を置く「ダイセル化学工業㈱」の中国持株統括会社＜傘型企業＞51）の「大賽聴
（中国）投資有限公司」が企業買収によって所有することになった。買収し
た企業は1997年に「AventlS（Chlna）InvestmentCo．Ltd．．」52）と「商事化工集
団有限公司」の合弁企業「商事赫司特食品添加剤有限公司」である。ソルビ
ン酸く山梨酸＞およびソルビン酸カリく山梨酸釦＞3）を生産する企業である。
化学や医薬品分野のグローバル企業が事業の吸収・合併を図るなかで、ヘ
キスト社がダイセル化学に商事のソルビン酸事業所の売却を持ちかけたこと
による企業買収であった。
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ダイセル化学のグローバル事業展開
ダイセル化学は1919年に8杜のセルロイドメーカーが合併し設立した「大
日本セルロイド」が前身である。各種セルロース誘導体のなかで酢酸セル
ロースは写真フイルム、紙巻タバコフィルター、アセテート繊維など幅広い
用途に用いられる。写真フイルム事業が分離独立した「富士写真フイルム」
や「大日本プラスチックス」などが知られる。
セルロース化学、有機合成化学、合成樹脂化学、火薬工学をコア技術とし、
基礎素材および中間材から応用製品まで幅広い事業に展開し、国内に6工場、
20社の関連会社を有している。08年度の連結売上高は約3，780億円、単独売
上高は約2，060億円であった
朗年にアメリカに進出し、その後ドイツ、シンガポール、香港、フランス、
タイ、ポーランド、インドに投資している。中国には92年、西安に紙巻たば
こフィルターの生産・販売を行う合弁会社を設立、その後、飢年に上海（樹
脂コンパウンド）、02年に商事（ソルピン酸）、飢年に上海（持株統括会社）、
05年に寧波（酢酸セルロースほか）、南通（ポリプラスチック）などに事業
所を展開している。
ダイセル化学工業は、国内では新潟県の新井工場でソルビン酸およびソル
ピン酸カリを年産約5，∝氾トンの生産を行っているのだが、アジアおよび中
国市場での需要の拡大に対応するため、中国に生産拠点を求めた。
アパレル製品の縫製加工や家電製品の組立は、原材料や部品調達が可能で
一定の従業員トレーニングを施せば比較的早く工場生産を立ち上げることが
できる。しかし、装置系の基礎素材生産の場合、新規工場の設計・建設には
労働集約的生産以上に時間が必要であり、投資額も大きくなる。
ダイセル化学工業が「新規工場の建設」ではなく「既存の生産プラントの
買収」という選択をしたのは「時間投資効率」を優先したためと思われる。
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商事大審脇の事業
南事大賽珠は、ヘキスト社の技術を導入しソルビン酸およびソルピン酸カ
リを年産約4，8叩トン生産する能力を持つ。年産4、5，000トンのプラントを
新規建設する場合、約30、40億円の投資規模になるとされる。ダイセル化学
は新潟県新井工場の年産約5，叩0トンとあわせて約10，000トンの生産能力を
有することになった。
原材料は広西壮族自治区で産出する砂糖黍の粗糖である。粗糖の生産量は
充分にあるが、アルコール燃料の原料として買われ価格は上昇する傾向にあ
る。糖に酢酸を加えソルビン酸を合成し、食品添加剤や紙巻きタバコフィル
ター、各種合成樹脂などの二次加工品の中間材料として用いられる。
製品は1キロ、25キロのパッケージおよび1トン、2トンのフレコンパッ
クにて主に欧米市場に輸出している。中国市場での販売は価格が折り合いに
くいため生産量の10数％に留まっている。従業員は256名。勤務経験が比較
的長い前の合弁企業の社員を引継いでいる。一般ワーカーの基本給与2～
3，000元／月に社会保障等に約30％を加算する。
広西壮族自治区および商事市政府の外資企業への対応は真面目で意欲的で
あると評価している。ただ輸出型企業であるのだが、当社製品の輸出増値税
17％の還付率が5％に引き下げられたことによる企業収益への影響は大き
い別）。
2∝沿年以降、「モノづくり」の上流工程を担う素材メーカーの中国進出が
注目される。ダイセル化学の場合、92年、西安に紙巻きタバコフィルター用
原材料の製造拠点を配置しており、比較的早い中国進出を果たしている。素
材メーカーの対外直接投資は比較的大きな資本を長期に固定化することにな
るため、一定の投資条件が整わなければ実行されない。
当社の商事への投資は、次のような背景があると考えられる。第一に、原
料確保が可能であり、グローバル市場への供給拠点として適当な当地を選択
した。香港を輸出港とし、将来は欽州港を使うことができる見通しがあった。
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第二に、欧米の競合メーカーも進出しており、当社もそれに乗り遅れないよ
うに進出した（バンドワゴン効果）。第三に、日本国内市場は飽和状況にあ
るが、華南地域をはじめ中国各地に加工組立型産業の集積が形成され原材料
市場が拡大基調にある。
今後、中国国内市場と国際市場を巡りソルピン酸およびソルビン酸カリの
生産・販売競争が加速していくと見込まれ、中国メーカーは国の指導をうけ
つつ企業統合、資本集約を進めスケールメリットを追求してこよう。そのな
かで当社はどのような優位性を確保していくのかが重要な課題となろう。
写真4－1大賽砺（商事）のプラント
2．中国「辺鼠」の一次資源に注目　～南幸崎利囁化工有限公司～
商事経済技術開発区に立地する南寧蛤利璃化工有限公司（以下、商事蛤利
璃）は、05年、ハリマ化成㈱と兵庫県貿易㈱がそれぞれ95％、5％を出資し
設立した日系企業である。資本金600万ドル、ロジン＜松脂、Rosln＞を原料と
する塗料・インク用樹脂、粘接着剤用樹脂など年間約6，000トンの生産能力を
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有する。
ハリマ化成は1947年、兵庫県加古川市に創業した「播磨化成工業㈱」が前
身である。当社は松チップからパルプを製造する際に発生する粗トール油か
らロジンを抽出する精製プラントを稼働させた我が国最初の企業である。現
在も租トール油からロジンを精製する唯一のメーカーである駈）。90年にハリ
マ化成に社名変更し、東京証券取引所および大阪証券取引所第一部に上場し
ている。
当社の事業分野は「トール抽・化成品部門」、塗料用・印刷インキ用・粘
接着利用樹脂などの「樹脂部門」、「製紙用薬品部門」、電子部晶の鉛フリー
はんだ接合に用いられるソルダペーストなどの「電子材料部門」に分けられ
る。そのなかで最も上流に位置するのがトール抽・化成品部門である。国内
には北海道、宮城、茨城、埼玉、静岡、兵庫、愛媛に工場を配置し、加古川
および筑波に研究所がある。
ハリマ化成の中国進出
ハリマ化成の海外展開は、早くも74年にブラジルに工場を進出している。
世界的なロジンの産地として中国を注目していたが、当時は文化大革命の最
中であったため、同じくロジン産地のブラジルへの進出となった。
中国への進出は、96年、広西社旗自治区桂林市に生松脂からガムロジンを
抽出する「桂林播磨化成有限公司」を設立したことにはじまる。全世界のロ
ジン生産量は年間約130万トンであり、中国は約70万トン、北米で約30万トン
を産出する。そして中国のなかでも広西壮族自治区は30万トン以上を産出す
る主要産地である。
続いて97年、杭州市に造紙用添加剤を生産する日中合弁企業「杭州杭化播
磨遣紙化学品有限公司」を設立、その後、追加設備投資を行い資本金296万
ドル、出資比率は当社51％、杭州市化工研究所有限公司43％、丸紅5％、萌
江省和信組賃有限公司1％となった。
さらに、03年には鉛フリーはんだペースト矧を生産する「杭州播磨電材技
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術有限公司」を当社85％、第一実業（東京）15％の出資で設立している。
％年に設立した桂林事業所は10数年を経過するなかで周辺の都市化が進み、
工場移転を迫られていた。黒字経営を続ける優良企業であったが08年に閉鎖
し、事業は商事吟利昭に移管している。
南寧蛤利塙の原材料立地型進出
05年に設立した商事蛤利喝は07年より生産を開始し、桂林事業所の閉鎖に
ともない20名の従業員を引継ぎ、現在部名で24時間稼働を行っている。商事
経済技術開発区への工場立地理由は、第一に原料の生松脂の調達が容易であ
ること、第二に今後、整備が進む防城港コンテナ埠頭からの輸出の利便性、
第三に、広西大学をはじめ区都南事での就業を希望する人材が豊富なことに
ある。
原料の生松脂は、農民が松の幹に傷つけ流れ出る松脂を採取し、それぞれ
地元の一次加工場に集荷する。商事瞭刑場は、そうした一次加工場（集荷
場）と価格交渉し、その場で現金で買付けを行う。松の成長が進む6月から
11月が生松脂の採取期間で9月から11月が買付け期間である。夏場は水の
プールに浸けて買付けまで保管してもらう。生松脂やロジンは国際市場価格
が形成されており需給状況によって価格変動があるので、一次加工場とは毎
回の価格交渉となる。
このような採取・生産地と生産企業との原料の直接流通システムは、商事
喩利鴫が広西壮族自治区に進出して形成されたものである。当社が進出する
以前は、中国のロジン生産企業向けおよび輸出向けに地方政府系の流通部門
が買付け集荷していたものと想定される。新たな流通システムが形成された
ことにより、市場競争が促進され採取者の所得向上に繋がっていることが期
待される。
南寧喰利喝の中国進出は「原材料立地型」の性格を持つので、原料の安定
確保が重要である。中国国内市場でのロジン需要の拡大にともない松資源の
乱獲、生松脂の乱採取が懸念される。松資源は雲南省、四川省にも多く賦在
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しており、その活用はこれからという状況である。雲南省政府は森林資源の
保護を重視しているとされ、四川省政府は松の植樹とあわせ松資源を積極的
に活用しようとしているとされる。
中国市場の拡大に注目
現在、商事吟利喝の製品の約80％は日本本社を経由して世界市場に輸出さ
れ、中国国内販売は約20％である。しかし、中図回内需要はさらに拡大する
とみており、今後、生産プラントの増設、製品の多様化を視野に入れている。
なぜなら、中国の製紙生産量、塗料生産量は世界一であり、インク、粘接着
剤の生産量は世界3～5位、電子部品生産量もさらに拡大する見通しである
からだ。南寧吟利堰は「原材料立地型」に重ね「市場立地型」の事業所に
なっていくのであろう。
そうした事業展開において競合するメーカーとして意識しているのは、外
資企業では韓国の「利通」社のエステルセルロース事業である。中国メー
カーも数多くあるが品質で優位性を確保していくとしている。日系の同業企
業は広西壮族自治区梧州市に進出している「荒川化学工業」57）がある。
原料資源の乏しい日本で機械工業生産等に不可欠な基礎素材を生産する
メーカーは、早い時期から海外の資源皇富国に注目しており、中国への関心
も強かった。先行して日本メーカーほか外資メーカーが中国に大量に連出し、
また、中国国内消費が拡大することにより、初期投資が大きく重装備の基礎
素材メーカーが進出する条件が登ってきた。基礎素材メーカーは、一次資源
が豊富に既在している「辺境」地域に進出している。日本企業の中国進出の
新たな段階に至っているのである。
3．「人材の現地化」による「意欲」と「思い」～南寧大南食品有限公司～
南寧経済技術開発区に立地する商事大南食品有限公司（以下、大南食品）
は、日本の農水産物の乾燥食品、濃縮野薬液、ペースト、エキスを製造する
加工食品メーカーが100％出資する独資企業である。
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1999年に市区内で乾燥野菜の試生産を行い、04年に企業登録し、06年に現
在地に移転した。総投資額は約300万ドル、主要な乾燥設備は日本から持ち
込み、周辺装置やダンボール箱等の資材は現地調達している。HACCP＜ハ
セップ：HazardAnalysisandCriticalControIPoint＞導入工場である581。
大南食品の経営
大南食品の総経理は広西壮族自治区出身の壮族くZhumg＞である。広西大
学の教員を勤め、その後、岐阜大学農学部に留学し農学博士号を取得した。
氏は6年間、日本企業に勤務するなかで広西壮族自治区の食材を用いた乾燥
野菜の生産事業を提案し、現地法人の総経理として事業を任され赴任してい
る。
日本に留学する中国の優秀な人材を現地事業所の責任者として採用し、
「人材の現地化」を進める対外直接投資のスタイルがみられる卸。当社の進
出も農学の専門知識を持つ留学生に注目し中国事業所の責任者として採用し
た経緯が推察される。
大南食品は従業員60名、商事市戸籍者と農村戸籍の出縁者がそれぞれ約半
分の陣容である。生産品日は地元で生産される各種野菜類20～30種を原料と
した乾燥野菜を年産約測0トンおよび真竹の竹の子を原料とした乾燥メンマ
が年産約50トンである。それぞれ、全量日本本社に輸出している。乾燥メン
マの場合、産地の農家約100軒と契約し、竹の子の採取と発酵工程を技術指
導し、当社工場で乾燥加工、パッキングし出荷する。広西壮族自治区は中国
の竹の子の主要産地印）であり、鵬年の生産量は約2万トンに達する。
地場資源立地型の当社事業では、原料の野菜や竹の子の安定確保が重要で
ある。そのため、総経理の仕事の約三分の一は生産地農家との付き合い、買
付け、生産技術指導に費やされる。契約生産農家の多くは壮族、璃族くYao＞
の少数民族である。最も遠い集落は工場から約3∝）加敗れた山中にある。
農家と生産契約を結ぶためには、まず、集落のリーダーと信頼関係を築か
なくてはならない。そして、伝統的な生産手法を替えたがらない農民に工業
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原材料としての農産物の要求を理解してもらうことにも苦労した。こうした
地道な取り組みによって農家からの原料調達ルートを拓き、収穫期の6月末
から9月末の3カ月間には、トラックを仕立て契約農家を1軒、1軒訪問し
収穫物を現金で買付けている。
農産物流通ルートの開拓
人民公社解体後、農村における農産物や農業資材の流通機構は、行政系統
に組み込まれた供錆合作社61）が担っていた。行政機構と分離く政杜分離＞す
る方向にあるものの、官僚化した組織も少なくない。消費地に近い都市近郊
農村の場合、農民自身が野菜などの商品作物を都市で販売することも可能な
のだが、消費地から遠い山間部の農村などでは、仲買人の言い値で販売する
はかなく、農民個人が新たな販売ルートを拓くことは困難である。
大南食品は、農産物の販売で困難な状況に陥っていた少数民族の農山村か
ら作物を買付け、農村と工場を結ぶ新たな流通ルートを拓いた。生産農家か
らの直接買付けルートを構築する以前には、野菜や竹の子を扱う仲買人を通
じて原料調達していたのだが、産地買付けによって指定の作物をより安価に
入手することを可能にした。
仲買人は仕入価格に手数料（粗利益）を乗せて卸・小売価格を設定するの
で、利益を拡大するには農家からの仕入価格を抑えることになる。一方、工
場側は作物を転売して利ぎゃを得るのではなく、仕入価格が仲買人の卸価格
より安ければよい。工場側は仲買人の得る手数料分以下の範既で上乗せした
買付価格を提示する、あるいは買取り価格保障をすることで原料の安定確保
ができる。そして、生産農家側では工場への販売という新たな流通ルートの
選択肢が増えたことにより収入の増加と安定が促進されたのである。
総経理から「今後、生産地との信頼関係を深め、じっくりと技術指導を進
めながら新たな乾燥食品開発に向かいたい」「壮族はじめ少数民族地域の活性
化のためにも頑張る」とのコメントがあった。「人材の現地化」は企業経営
に「意欲」と「思い」を醸成しているのである。海外事業に取り組む日本企
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業は、こうした「意欲」と「思い」を大切にし、長い事業射程をもって共に
企業経営を深めていくことを期待したい。
写真4－2　山間地農村の砂糖黍収穫
4．資源メジャーの「辺境」進出　～広西挨赫曇鹿野労化工有限公司～
広西填赫螢康密労化工有限公司（広西エラメット・コミログ化工：以下、
広西エラメット）は、フランス（パリ）に本部を置くエラメット・グループ
が崇左市の城市工業区に設立した100％子会社である。アルカリ性電解二酸
化マンガンを生産する。
計画稔投資額は約6，000万ドル、敷地両種約18ha、年産能力約4万トンの
プラントを2期に分けて建設する。第1期工程は2005年着工、07年から年産
約2万トンのプラントが稼働している。
広西壮族自治区のマンガン鉱の確認埋蔵量は約2．8億トンとされ全国第1
位の嵐在量である。崇左市にはマンガン鉱床が多く埋蔵量は1．4億トン、市
は．．鑑都（マンガンの都）”と称される。当プラントから北に約70kmの大新
県には中国最大の産出量を誇るマンガン鉱山がある。広西エラメットの進出
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は豊富なマンガン鉱床に注目した「資源立地型」である。
崇左市では、広西エラメットを誘致するために城市工業区内に「資源加工
園区」を整備した。当社プロジェクトの完成時には生産額約4億元、市財政
収入は約4，000万元、新規雇用約350名が期待されている。07年の崇左市
GDPは約49．5億元、地方財政収入は約2．2億元であることから、広酉エラ
メットの進出は崇左市の主要プロジェクトとして位置づけられていることが
わかる。
さらに、高品質の電解二酸化マンガンを原材料とした無水銀アルカリ電池、
携帯電話用バッテリーなどの二次加工業の誘致を進めており、将来「マンガ
ン産業集積」の形成をめざしている。地下資源採掘や精錬は中央政府の認可
が必要であるが、一次資源を原材料とする二次加工に関しては地方政府に認
可権限がある。日本企業にはマンガン電池、パーソナルコンピュータ用磁性
体、希土類二次加工品などでの進出を期待している。
国際資源大手企業のグローバル戦略
広西エラメットの親会社「Eramet社」は、ニューカレドニアでのニッケ
ル鉱山開発のため設立した「LeNickel社」を前身とするα）。1980年代に国営
化されるが、99年に国有株の放出等により民営化した。100年以上にわたる
ニッケル事業を軸に国際的な金属資源メジャーに成長した。
鵬年の部門別売上高ではマンガン事業（洪％）、特殊合金事業（25％）、ニッ
ケル事業（21％）となっている。フェロニッケル田）およびニッケル合金の生
産で世界最大であるとともに、95年にガボン、99年および07年にそれぞれノ
ルウェー企業のマンガン事業を買収したことによりマ・ンガン合金の生産でも
世界第1位となっている叫。
経済成長が続く中国の粗鋼生産量は増加し、精錬時の脱酸や脱硫に使われ
るマンガン系素材の需要は大きい。マンガン需要の約95％を鉄鋼用途が占め
ることから、中国はマンガン系合金の最大の市場となっており、05年の世界
需要1，110万トンのうち中国は約380万トンを求めていた。
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供給面については、マンガン鉱石の世界最大の生産量（純分）を示すのは、
古くから欧米系資源メジャーによる開発が進められた南アフリカであり、05
年の生産量では約220万トン、次いでオーストラリア約134万トン、ブラジル
130万トン、ガボン約130万トンである。中国は90万トンであった噺。需要量
に較べ中国の鉱石産出量が少ないのは、中国産マンガン鉱石の品位が低く、
賦在量に対し多数の小規模鉱山によって採掘されていることから産出効率が
低いためである。
しかし、既存の主要マンガン産出国では、コスト面からみて鉱山から積出
港までの輸送および積出港の能力増強のために設備等の新増設対応を図るこ
とは考えにくい。今後、マンガン鉱石の生産能力拡大は、自国の需要をまか
ないたい中国が主軸になっていこう。
マンガン事業で世界1、2位にあるエラメット社は、別収したガボンのマ
ンガン埋蔵量（純分）約2，000万トンの枯渇が懸念される一方、マンガン埋
蔵量（純分）約4，0（氾万トンと比較的豊富であり、加えて国内需要が旺盛な
中国に注目した。中国「辺境」の崇左市への広西エラメットの進出は、金属
写真4－3　広西壌赫豊康密労化工有限公司
資源メジャーがグローバル戦略のもとで投資をおこなったものである。
有限資源をめぐる国際資源メジャーの動きに、中国政府と中国地域そして
日本企業は、どのような事業コンセプトで関わっていこうとするのか。一つ
の基本は、資源産出地域に家庭を築き、働き、生活する「ミクロ・ミクロ経
済（家計）」に喜ばれることか、否かという判断にあると考える。
5．再生可能資源の高度活用事業　～広西東亜紙業有限公司～
広酉東亜紙業有限公司（以下、東亜紙業）は「広西南寧東亜糖業集団」と
「香港東亜置業有限公司」の出資による合弁企業である。2（氾8年2月に崇左
市城市工業区の資源加工園区に低利用バイオマス資源活用の製紙工場を建設
した。総投資額約8億元、敷地面積約40ha、従業員約600名で年産約9．5万ト
ンの文化紙を生産する計画である。予定総生産額は約5．3億元、市財政収入
約3，000万元が期待され、二酸化マンガンプロジェクトと並ぶ崇左市のビッ
クプロジェクトの一つである。
出資会社の広西南寧東亜糖業集団は商事市に本部を置く広西壮族自治区最
大の製糖企業である。崇左市をはじめ5カ所に製糖工場を持ち、年産約70万
トンの砂糖を生産している。
砂糖黍残適を使った製紙事業
東亜紙業のプロジェクトは、広西壮族自治区の主要産業の製糖業における
原料の砂糖黍の残透（絞りかす：バガス）を利用した製紙生産である。従来、
糖液を絞ったあとの砂糖黍残造（バガス）は家畜飼料、土壌改良もしくは焼
却する未利用バイオマス資源であった。バガスを補助燃料とする発電プロ
ジェクトを検討したが、採算があわず断念している。
広酉壮族自治区の07年の砂糖黍生産量は約7，737万トンに達し、圧倒的に
全国第1位である。崇左市は自治区で最大の砂糖黍産地であり、約1，937万
トンを産出している。そして、約450万トンのバガスが発生している。これ
を活用して紙を生産すれば1，的0元／トンの付加価値を生むとされる。
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なお、農村からの砂糖黍の買付価格は280～3（泊元／トンである。東亜紙業
で就業する従業員の平均基本月給は、単純作業ワーカー700元、技術者2、
3，000元である。
砂糖黍やテンサイの糖質系農産物は、キャッサバ等の澱粉系農産物ととも
にバイオエタノール燃料・の原料として注月されている。この点、全国の約
60％、年間約800万トンのキャッサバを清算する広西壮族自治区では、中国
種油食品輸出入集団（中糧集団）や韓国企業との合弁会社の北京巴奥燃料技
術有限公司がバイオエタノール事業を展開している。中程集団の北海市の
工場は年間約20万トンのエタノールを生産している蛎）。
アミノ酸事業への展開を期待
広酉壮族自治区を代表する農産物である砂糖黍を原料とした有機産業のコ
ンプレックスを形成したいというのが崇左市の願いである。これまで、主産
品の砂糖黍は製糖業を成立させ、07年時点で糾企業が操業し約771万トンの
工業生産の砂糖を産出している。農工リンケージはここまでであり、バガス
やバガスに残る糖分（廃寮糖）は低利用のままにおかれていた。
東亜紙業のプロジェクトにより、バガスが製紙原料として活用されること
となった。そして、さらに廃蜜糖を原料とするアミノ酸事業を立ち上げたい
としている。バガスを製紙原料としてストックするためには、薄く残った糖
分を洗い出し、繊維分を乾燥しなければならない。水分と糖質が残ったまま
だと繊維分は発酵・腐敗してしまう。
バガスの洗浄・乾燥過程で出た糖分を含む廃蜜糖水分は年間60万トン発生
する。30万トンは酵母を生産する企業へ販売し、30万トンはストックできな
いので廃棄処分となっている。この30万トンの廃蜜糖水分をアミノ酸抽出事
業の原料として活用したいと考えている。崇左市側ではアミノ酸事業のため
の工場用地および電力は手当できるとしており、例えば、味の素、協和発酵
といった日本企業の進出に期待を寄せている。
以上の東亜紙業と崇左市の取り組みは「再生可能資源の高度活用事業」と
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してのキックオフ・プロジェクトとして注目したい。砂糖黍生産→製糖事業
→バガス製紙事業のリンケージから、廃蜜糖からのアミノ酸事業、そして、
その先の有機物活用事業の展開から砂糖黍生産に繋がる市場経済システムの
構築は意味のあるコンセプトであると思う。砂糖資源を海外生産者に頼らざ
る得ない日本、日本企業は、砂糖原資源を生産する農民、農相、地域に「幸
せ」をどう均霹させていくのかまでも考慮する長期経営バランスを備え、国
際事業戦略を実施して欲しいと願う。
写真4－4　東亜紙業の原料（砂糖黍残漣）ストックヤード
6．方略制薪ほか内資企業
方略制茄は、崇左市城市工業区の「糖果食品軽工業園区」に工場建設中の
製薬メーカーである。5平方キロの糖果食品軽工業園区には方略机前、ロジ
ン＜松脂、Rosin＞を原料とする添加剤メーカー、合板メーカーの3社が立地し
ている。それぞれ、中国内資企業である。
崇左市に本社を置く方略制薪は、南寧市ほか広西壮族自治区内に複数の工
場を持つ。壮族（チワン族）の伝統薬製造技術を用いた消炎剤や痛み止めの
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市販薬はよく知られている。天然薬材の調達が容易な崇左市に新工場を建設
するものである。
中国国内で産出するロジンの約半分を占める広酉壮族自治区には、ロジン
製品を扱う企業が多い。城市工業区に連出した当社もその1社であり、印刷
用インク、トナーの添加剤およびゴム製晶の添加剤を生産する。
写真4－5　方略別所の工場（建設中）
第5章　広西「辺境」の地域産業発展の方向
第5章では、広西壮族自治区の産業発展の可能性と課題を分析し、今後、
広西「辺境」地域に関わる日本企業の構えについて若干の提案を行う。
1．広西「辺境」の産業発展の可能性
中国南方の「辺境」地域は、ミャンマー、ラオス、ヴェトナムと陸上国境
を接する雲南省と、ヴェトナムと陸上および海上国境を接する広西壮族自治
区の2つがある。広西壮族自治区は内陸「辺境」であるとともに港湾を持つ
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沿海地域でもある点が、ほかの内陸国墳地域と事情が異なる。
広西壮族自治区の人口一人当たりGDPは全国31省市自治区のなかで25位、
11の沿海地域のなかで最も低い水準（表1－日であり、相対的に経済発展が
遅れている地域とすることもできるが、個別の都市を見つめるならば、それ
ぞれ豊かな地域産業発展の可能性を高めている様子がわかる。
ヴェトナムへの開放
地域産業発展の可能性の第一は、ヴェトナムとの近接性と相互の経済交流
拡大への意欲である。中国とヴェトナムは70年代半ばから対立を深め、79年
には中国軍がヴェトナムに侵攻し中越戦争となり、91年11月の越国交正常化
までの約12年間、両国は断交状態が続いた。その後、09年に中越陸上国境線
を最終確定したところである。「対立の国境線」は「友好の国境線」に転換し、
今後のヴェトナムおよびインドシナ半島諸国との経済交流がさらに拡大して
いくであろう。
中国中央政府は「中国一東南アジア諸国連合自由貿易圏＜中国一東盟自由貿易
区＞」の形成に積極的関与し、自治区政府は「環北部湾経済圏＜汎北部拷経済
合作区＞構想」を推進している。また、崇左市はヴェトナム・ランソン省と
「中越跨境経済合作区」、梵祥市は「党祥辺境経済合作区」、東輿市は「東輿
辺境経済合作区」、南寧市は「中国一束盟経済園区」「中国一束盟国際商務区」
を建設中である。それぞれヴェトナムおよび東南アジア諸国との経済交流を
強く意識した開発プロジェクトである。
ヴェトナムへのフロントヤードといった意味では、ヴェトナム、ラオス、
ミャンマーへのルートを持つ雲南省も同様の位置にある。雲南省からヴェト
ナムへの通路は、ヴェトナムのフランス植民地時代に建設された昆明～河口
～ラオカイ＜老街＞～ハノイ＜河内＞を結ぶ「演題鉄道」（約700血）と昆明、
ハノイ、ハイフォン＜海防＞港を結ぶ「横越公路」（約940血）がある。
広西壮旗自治区は、商事～崇左、友誼関～ドンダン＜同登＞～ランソン＜諒
山＞～ハノイを結ぶ鉄道と道路があり、商事－ハノイ間は約30加である。南
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寧、友誼関の高速道路は05年に開通しており、その沿線に「中国一束盟自由
貿易区梵祥物流園」が2010年に完成する予定である。ヴェトナムへのアクセ
スは距離、交通基盤や開発区等の整備水準からみて、商事－ハノイルートが
両国の廉も重要な産業軸であろう。
また、1958年に開設された東輿市東興口岸のモンカイ＜苦街＞との民間種
済交流の歴史は古い。そして、広西壮族自治区には欽州港、防城港、北海港、
鉄山港（建設中）があり、ヴェトナムはじめ各国との航路が開かれている0
広西壮族自治区はヴェトナムをはじめ東南アジア諸国との経済交流の拡大
・深化による地域産業発展の可能性を高めている。
豊富な一次資源の開発
地域産業発展の第二の可能性は、広西壮族自治区に豊富に既在する鉱産資
源および農林産資源の開発である。マンガン、アンチモン、ハフニウム、ヒ
素、石灰石、水晶、瑠璃、テツ岩、ベントナイト、希土類のスカンジウムの
確認埋蔵量は全国1位であり、錫、バナジウム、タングステン、亜鉛、ニオ
ブ、タンタル、ボーキサイト、ジルコニウム、インジウム、滑石など39種類
の埋蔵量も全回で上位にある。マンガン鉱石の産出量は全国1位である。
内陸「辺境」地域には未開発の鉱産資源が分布している。内蒙古自治区の
石炭、新症経書ホ自治区の天然ガス、各種希少金属、雲南省の燐、錫、亜鉛
は全国1位の埋蔵量があるとされる。こうした地下資源の開発は地域産業発
展の期待を高めているが、需要地の沿海地域までの陸路輸送が開発のボトル
ネックとなっている場合が多い。
この点、港湾を持ち海上輸送が可能な広西壮族自治区の地下資源の開発条
件は比較的恵まれているといえる。経済成長にともない中国の一次資源需要
は拡大することから、今後、広酉壮族自治区における地下資源の開発が促進
される可能性が高い。
農林産物では砂糖黍、松脂、キャッサバの産出は全国1位である。また、
筍、バナナの主要産地のひとつである。豊富な産出量を背景に内資企業、外
－323－
資企業の誘致に成功しているが、今後、農林一次資源の高次加工に展開する
ことにより、地域産業発展の可能性はさらに高まる。
自治区で最大の砂糖黍生産地域である崇左市では「循環型地域経済開発」
を掲げ、砂糖黍資源を基礎にした「農工連携産業集積（糖類産業コンプレッ
クス）」の形成に取り組み、既に外資企業を含む数社が進出している。
2．広西「辺境」の産業発展の課題
広西壮族自治区の地域産業が健全に発展するためには、第一に、中国中央
政府とヴェトナム中央政府の間で国際関係バランスを維持する必要がある。
第二に、地域産業開発に関する地方政府の自主権を拡大することが課題とな
ろう。
ヴェトナムとの国際関係バランス
広西壮族自治区の産業発展を実現するうえで、ヴェトナムをはじめ東南ア
ジア諸国との経済瀾係の拡大・深化の中に大きな期待が寄せられている。特
に、ヴェトナムとの安定した友好関係の維持が重要な課題である。
ヴェトナムからみると、ヴェトナムの歴史は外国の軍事干渉・支配とそれ
への抵抗・独立の繰り返しであった。中華王朝との関係は古く長い。紀元前
111年に前漠の武帝により統合され、その後、千年にわたる漢民族の支配が
続く。この間、豪族の娘だったと伝えられるハイパー・チュン＜徴姉妹＞によ
る全国蜂起があり中国官吏を追放したが、後漠の光武帝により鎮圧された。
ヴェトナムではこの時代を「北属時代」とする。939年、ゴー・クェンく呉
権＞はバクダン＜白藤江＞で南漠軍を破り呉朝を建て「北属時代」は終わった。
その後、ヴェトナム封建時代に北からの宋、元、明の軍事干渉が続くが、
その都度、侵入軍を撃退し英雄が生まれ、各時代の中華王朝を宗主国としつ
つも独立を維持してきた。フランスの植民地からの独立そして抗米戦争を制
した後、中国からの最も近年の軍事干渉は1979年の「中越戦争」であった。
09年に中越陸上国境が確定し、中国とヴェトナムは再び友好関係を築いて
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いるものの、二千年の間にたびたび繰り返された中華王朝と30年前の中華人
民共和国の軍事干渉は、ヴェトナムの諸民族の記憶に深く刻み込まれている
のである。
この点は中国側も充分に認識していることであろう。ヴェトナムとの関係
を強く意識しながらも、中央政府はヴェトナムを含む「10＋1（中国一東南
アジア諸国連合自由貿易圏）」の枠組みを推進し、現段階では中越二国間の直
接的な関係形成について慎重に対応しようとしているように思える。中国が
経済成長を維持するためには、東南アジア諸国との経済交流の拡大が重要な
政策目標であり、直接陸上国境を接するヴェトナムとの関係を拗らせること
は避けなくてはならないからだ。
そうしたことから、広西壮族自治区という「地域」「地方政府」を前面に
登場させ、ヴェトナム北部地域との国際地域間経済関係を深めようとしてい
る段階にあるとみる。現状は、中国・広西側は高速道臥工業団地、港湾・
物流施設など産業インフラの整備を急速に進めている。ヴェトナム側に較べ
てインフラ整備のスピードは早くボリュームは圧倒的に大きい。これをヴェ
トナム側はどのように受け止めているのか。ヴェトナムにとっては、現在の
広西経済開発の圧倒的な情勢は、中越関係の過去の経験を呼び起こさざるを
得ないのかもしれない。
今後、両地域が経済的補完関係を形成しながら地域産業の発展を実現する
ためには、中国中央政府とヴェトナム中央政府の間の国際関係バランスを維
持することが不可欠である。そして、両国の国際関係バランスの維持は、中
国政府の対ヴェトナム姿勢が鍵となろう。
地方政府の資源開発自主権の拡大
広西壮族自治区の地域産業発展は、豊富な一次資源の開発とその高次加工
がポイントとなろう。希少金属等の鉱物資源を中心とする一次資源開発は国
家管理下に置かれている場合が多い。国家の資源安全保証や国益といった視
点から、多くの資源皇富国がとる基本的な姿勢であり、広西壮族自治区にお
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いても鉱物資源開発は中央政府の認可が必要となっている。
広西壮族自治区の地域産業発展のポイントとなる鉱産資源開発に関する強
い国家管理や過度の政策介入は、中央と地方の緊張を生む。そして、「辺境」
地域で中央政府の存在を色濃く示すことは、隣接国家との緊張を生む。
この点、中央政府は一部の鉱産資源に関して自治区政府に認可権限を与え、
沿海地域であるが「西部大開発」地域に対する優遇政策を認め、地方政府の
投融資の債務保証枠の拡大など経済成長を促進する奨励政策を示している。
そして「汎北部湾経済合作区」構想を批准し追加優遇政策を準備するなど中
央管理と地方自主権のバランスを図っている。
また、広西農墾局に計画権、財政権、税収権、土地管理権、建設企画権、
国有資産管理権の行政管理権限を委譲し都市開発と都市型産業開発の自主権
を与えている。
ヴェトナムをはじめ海外諸国との経済交流で地域産業発展を求めている自
治区政府に、今後さらに自主権を拡大していくことが期待される。特に、鉱
物資源開発は地方政府自主権を巡る焦点となろう。
3．日本企業の構え
以上のような地域産業発展の可能性と課題を持つ広酉「辺境」地域におい
て、日本企業が投資し事業を展開するうえで次の構えが重要である。第－に、
中国（広酉壮族自治区）からヴェトナム（インドシナ半島）に接近する構え
である。第二に、一次資源豊富地域における事業戦略の構築である。第三に、
「辺境」地域の権力構造の理解である。
広西「辺境」からヴェトナムへアプローチ
華南地域、華東地域（拡大上海囲）、環勒海湾地域の中国沿海地域への日
本企業の進出はほぼ一巡し、今後は進出企業の再投資を主軸にした地域産業
集積の高度化に向かうと見込まれる。同時に、中国への一極集中リスクの回
避、新規投資先の模索、東アジアでの産業ネットワークの形成などに関心が
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寄せられている。
こうした日本企業の関心対象として、ヴェトナムが注目されている。加工
組立輸出型事業で進出した企業のヴェトナム関心は高い。現在まで日本企業
のヴェトナム進出は、ホーチミン周辺とハノイ闇辺に集まる傾向がある。
ヴェトナムに進出した企業は、高いインフレ率と通貨価値の振れ幅、産業イ
ンフラの整備水準、工場労働への就業意識などの面でヴェトナム独自の経営
環境への対応に努力しながら事業を展開している。
ヴェトナムに連出した企業の多くは、既に東アジアや中国に事業拠点を配
置しており、その事業の二次展開あるいは移転といった形である。そういっ
た意味でヴェトナムへの進出は「CH工NA十ONE」とも言われている。
加工組立輸出型事業のヴェトナムへの進出とともに、ヴェトナム北部に近
接した広西壮族自治区への進出が検討されてよい。労働力に関しては、広西
壮族自治区から隣接する広東省深札束莞市などへの出稼ぎ労働力があり、
広酉の貸金水準は華南地域ほど高くはない。
「汎北部湾合作区」構想のもとで港湾整備が急速に進み輸出条件が整って
いく。華南地域とヴェトナムに隣接しており、華南での生産経験を活かしつ
つヴェトナム市場への参入を検討できる。そして、中央政府と自治区政府は、
広西「辺境」の産業開発をヴェトナムはじめ東南アジア諸国との経済交流に
強い意欲を示していることに注目する必要がある。
広酉「辺境」地域の東南アジアを中心とした対外経済成長に向かう「勢い」
に着目し、その流れに乗る国際経営戦略がありうる。
資源開発への投資
中国の改革開放後、日本企業は92年を契機に集中的な中国進出を行った。
初期段掛こは加工組立輸出型事業の量産拠点の進出が中心であった。その後、
中国での10、20年の事業経験を蓄積した企業は、生産の高度化、中国内需へ
の参入に向かっている。
こうした中国進出・成長のパターンが広西「辺境」でも再現する可能性は
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ある。しかし、これまで経験してきた沿海地域とは異なる広西「辺境」地域
の特異性に注目する必要がある。それは、鉱物資源を中心とした豊富な一次
資源である。
一次資源の開発・高次加工は、広西「辺境」地域の強い願望であり、外資
企業の参入を求めている。基礎資源開発・加工を担う日本企業は、資源開発
のグローバリゼーションが進む中で新規の開発案件を求めている。広西「辺
境」地域と日本企業のニーズが合致する局面がある。
資源開発プロジェクトは資本集約的な事業であり、それを経営するのは資
本力、技術力、資源開発の事業経験を有する大手の資源開発企業、総合商社
および基礎素材メーカーとなろう。鉱産資源の乏しい（ほとんどない）日本
は、世界レベルでの鉱産資源の開発権益確保競争に参画しなければならない
状況がある。広西「辺境」地域を新たな一次資源供給地域として注目した事
業戦略を検討する必要がある。
その際、中国中央政府の資源管理政策のあり方がポイントとなる。中国が
経済成長を維持し全国地域の均衡発展を実現するためには、一次資源の開発
と確保が不可欠であるのだから、中国内需への供給とともに、付加価値を付
けて輸出商晶とする事業を提案する可能性があろう。
その際、開発プロジェクト案件に関して、日本政府と中国政府の合意形成
が不可欠である。あわせて、一次資源開発から高次加工までの日本企業の技
術とノウハウの移転、開発にともなう環境保全への配慮や地域産業発展への
波及効果をアピールすることが重要である。
「辺境」地域の権力構造の理解
日本企業が広西「辺境」地域で事業を展開する時、広西農聾の存在を理解
しておく必要がある。「農塾」「生産建設兵団」は、行政権力を持つ政府、軍
事権力を持つ人民解放軍とともに中国の「第三の権力」とされる。
広西農垂は、全国の農聾のなかで資本力が強く、06年から土地開発に関す
る行政管理権限を持つことになった地方統治主体である。広西「辺境」地域
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に投資し事業を展開する場合、広酉農塾の手がけるプロジェクト、事業意向
や権限の範囲を把握し、必要な関係を形成することが重要である。
おわりに
1978年に改革開放路線に転換した中国は「沿海地域発展戦略」のコンセプ
トを活かし沿海地域の産業発展を成功させた。中国沿海地域の高度経済成長
は「世界の工場」とも呼ばれ、さらに「世界の市場」としての期待を集めて
いる。
この30数年の中国の経済成長は沿海地域が牽引してきたのだが、成長の影
には沿海地域と内陸地城、都市地域と農村地域の渚格差や、大量資本・資源
の非効率的投入と大量生産・廃棄にともなう非再生資源の浪費、自然環境へ
の過剰負荷などの問題が顕在化している。これまでの経済成長モデルは限界
に近づいている。
中国政府は、1999年の「西部大開発」を発動し、2003年に「東北地区等老
工業基地振興」、08年に「汎北部樗経済合作区構想」、09年には「中部地区振
興促進計画」を批准した。全国の地域開発政策の方向を「不均衡発展モデル」
から「均衡発展モデル」に転換している。
そうしたなかで、中国「辺境」地域は今後の中国全体の経済の行方を見つ
めるものとして極めて関心深い地域である。広西「辺境」地域では、清朝体
制を揺るがし大変革へと向かう大きなきっかけとなった太平天国の革新運動
が発生している。中国の長い歴史過程で既存体制の「変革」契機の多くは
「辺境」から興っているのである。
日本経済が中国径清と安定した関係を構築していくことが不可欠である以
上、中国の「変革」を生み出してきた「辺境」地域の情勢や産業発展の動向
を正しく理解し適切に関わっていくことが重要である。
広西「辺境」地域は、ヴェトナムをはじめ東南アジア諸国との経済交流を
拡大し深めることで地域産業発展を実現しようとしている。ASEAN諸国へ
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進出している日本企業は多く、ヴェトナムへの関心を高めている。そうした
日本企業にとって広西「辺境」地域の産業発展動向と東南アジア諸国との関
わりは無視できない要素であろう。
本稿が今後の中国や東アジア諸国の産業地城と関わり事業を展開しようと
する企業にとって、少しでも有益な報告となれば幸である。
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油化工集団公司（中石化Smopec：ChmaPetrochemicalCorporation）」「中国海洋石油総
公司（中海泊CNOOC：ChlnaNatl0nalOffshoreOilCorporatl0n」の三大石油集EZ］が欽
州港、北海港、海南省などに至る輸入ルートと、ミャンマーの港湾からパイプラインで雲
南省に至る輸入ルートを交渉・建設中である。
罰）広酉社会科学院副院長、広西民族大学外国語学院院長／古小松氏の談話。古氏は1992、
96年まで東輿市副書記を務めた。
37）欽州地砿建設工程発展中心副経理／オ倹氏の談話。
お）商事国家経済技術開発区指南中心主任／黄懐寧氏、科貞／雲林氏の談話。
39）中国一乗盟経済周区に関しては、中国一東盟経済園区管理委員会招商中心／黄琴氏の談
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話。
40）広西農塾の歴史、構造、機能転換については、広西壮族自治区農塾局発展計画処長／徐
文悌氏，副処長／藩札氏の談話。
41）中小墾区は、広西、書林、朕西、内葉古、江西、福建、河南、江蘇、青海、遼寧、山西、
湖南、山東、湖北、貴州、河北、折江、安徴、四川、甘粛、寧夏、新謹地方国有農場、
新瑳地方国有牧場のか墾区。
42）広西農塾の放争力分析については、中国農墾経済研究会課題組［2㈱8］pp．139、157．
鳩）北海道と東北7県の南棟が約16万3，（X沿平方キロである。
44）明陽産業区については、広西農墾明陽工業区管理委月余招商局副局長／呂囁氏の談話。
45）広西職業技術学院院長弁公室主任／黄霊峰氏の談話
46）1979年に探柳、珠海、仙頭、即門を「輸出特区」とし、約年に「韓済特区」として批准
した。その後、深別の対外開放発展を踏まえ、大連、秦皇島、天津、畑台、青島、連雲
港、商連、上海、寧波、温州、福州、広州、湛江そして北海の14港湾都市を「沿海開放
都市」に指定した。
47）「北海鎮漫旅遊区」は、1992年に国務院批准を得た全国12カ所の国家級族遊度促区の一つ
である。氾～93年の海南島と北海のリゾート開発バブル期に遠路、北海空港などの基本
建設投資がなされ、海岸を望む数血にはリゾートホテ7レが建ち並んでいる。
繊国有前衛農場、北部湾産業園区の現状については、広西農墾国有前衛農場副場長／責巨文
民、広西農墾北部湾産業園区開発有限公司常務副総経理／徐三姓氏、総経理助理／唐玉
剛氏の談話。
49）フォスター電機は1949年創業。本社は昭島市。資本金約37億臥東証一部上場。スピー
カーユニット、ヘッドフォン、マイクロフォン、イヤフォンなどの音響機器メーか－とし
て知られる。早くから海外進出に取り組み、アジアでは1965年に香港に進出した後、台
湾、シンガポール、深洲、タイ、インドネシア、広州、常州、南撃、ハノイなどに事業
所を展開し、鵬年6月にはダナン事業所を開設している。
翰）第4幸で報告する6杜のケーススタディは、2∝賂年2月22日から3月1日に実施したイ
ンタビュー調査に基づく。各社のインフォーマントは、大乗埼（商事）食品添加剤有限
公司総経理／岡田啓司氏、商事喰利埼化工有限公司繚経理／岡田高明氏、商事大南食品
有限公司総経理。崇左市の広西挨赫受庚密労化工有限公司、東亜紙業、方吼師酎こつい
ては、崇左市指南促進局長・ロ岸弁公室主任／梁検案氏、副局長／超世権氏の談話による。
51〉傘型企業とは、主に中撰現地法人の統括機能として設立された持株統括会社のことをい
う。3，（X沿万ドル（約31億円）以上の資本金が必要であるが、多様な優遇措置が与えられ
る。
舗「アペンテイス社」はドイツ・ヘキスト社グループの医薬品メーカーとフランス企業の合
一334－
併により誕生。Aventis（Chma）hvestment社は中国における投資会社。例年に「サノ
フイ・サンテラポ社」がアペンテイス社を吸収合併し「サノ7イ・アペンテイス社（本
社：パリ）」となり、欧州の医薬品企業で売上高第1位となっている。
田）ソルピン酸およびソルピン酸カリはチーズ、パン、ソーセージなどの食品の防腐、防徴
に用いられる添加剤。
餌）中国財政部と国家税務局は2（カ9年6月8日、2，6∞を超す品目の輸出増値税還付率の引き
上げを発表した。一部のテレビ用部品やミシンなどの還付率が17％にまで引き上げられ
た。
盟）松からロジンを抽出する工業的方法は、粗トール油からの精留（トールロジン）、生松脂
を蒸留（ガムロジン）、松の切株のチップから蒸留（ウッドロジン）がある。
弘）基板に電子部品を実装する際に、従来、鉛はんだが用いられていたが、鉛の環境への悪影
響を避けるため、03年ごろより鉛を含まないはんだペーストへの切換えが進められた0
57）1876年創業のロジン誘導体メーカー荒川化学工業（大阪市）は、1967年に台湾基隆市、
95年に広西社旗自治区植州市、鎚年に福建省鹿門市、鵬年に江蘇省南通市に進出してい
る。
58）HACCP方式とは、原料入荷から製造・出荷までのすべての工程において、あらかじめ
危害を予測し、危害を防止するための重要管理点（CCP）を特定して、その管理点を紐
棍的に監視・記録し、不良品の出荷を未然に防ぐシステム。
59）例えば、山本電気（福島県須賀川市：ミシン用モータ）や北日本精機（北海道芦別市：
極小ペアリング）の上海への進出、スターエンジニアリング（茨城県日立市：マクロモー
タ、電子部品等）の海南省への進出がある。それぞれ、亜細亜大学アジア研究所r所劉
（西澤正樹「国際中堅企業の登場」）のバックナンバーを参照されたい。
約）中国では1970年代に日本から竹の子栽培の技術指導がなされ生産量が飛躍的に増加した。
日本の竹の子消費量の90％以上は輸入品であり、その大半は中国からの輸入である。
61）供錆合作社は信用合作社、農業機裸センター、農業技術普及協会などとともに農村経済
観織のひとつ。供繍合作社は計画経済下における疏糾物資であった化学肥料や農薬など
の農業資材の供給および農産物取引を担当する。国家買付けと流通管理下にある様食作
物（穀物、豆類等）以外の商品作物の生産・流通において農民主体の様々な「農村専業
合作経済親戚」が生まれている。中国の農村組織化については、朴／坂下t1999］、大田
原／朴［2（氾1］に詳しい。
彪）1853年にフランスの植民地とされたニェーカレドニアは、政治犯の流刑地として植民が
図られていたが19世紀未からニッケルの需要が高まり、鉱山労働者の不足から日本から
も5～6．∝帝人の労働力移動があった。第二次世界大戦後、46年にフランスの海外領土と
なり現在に至る。
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朗）フェロニッケルはステンレス鋼の原料。
朗）マンガン鉱石の生産量では、資源メジャーの1社の「BIIPBillibn」（本社：メルボルン
およびロンドン）と「AngloAmerican」（本社：ロンドン）の合弁企業「Samancor」（本
社：南アフリカ）に次ぐ世界第2位。
65）マンガンの世界需給に関するデータは、南［2∝姫］を参照した。
髄）［2007］「江蘇化工網」11月27日、［2∝冶］「人民網旧本語版」7月23日
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